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はじめに 

 

発注者と受注者との間の契約は建設生産システムのスタートとして位置付けられ

るものです。両者の間の契約の適正化を図ることは、元請下請間の契約を含め建設業

における契約全体について当事者が対等な立場に立ってそれぞれの責任と役割の分

担を明確化することを促進するとともに、適正な施工の確保にも資するものであり、

ひいては発注者等の最終消費者の利益にもつながるものです。 

建設業法においては、契約当事者は、各々対等な立場における合意に基づいて、契

約締結及びその履行を図るべきものとし、不当に低い請負代金の禁止、不当な使用資

材等の購入強制の禁止など契約適正化のために契約当事者が遵守すべき最低限の義

務等を定めていますが、これらの規定の趣旨が十分に認識されていない場合等におい

ては、法令遵守が徹底されず、建設業の健全な発展と建設工事の適正な施工を妨げる

おそれがあります。法令遵守は、受発注者双方が徹底を図らなければならないもので

す。 

 こうした観点から、公共工事、民間工事にかかわらず、発注者と受注者との間で行

われる請負契約の締結やその履行に関し、法律の不知等による法令違反行為を防ぎ、

発注者と受注者との対等な関係の構築及び公正・透明な取引の実現を図るための対策

として、受発注者間の建設業法令遵守ガイドラインの早期策定及びその活用の必要性

が指摘され、平成２３年６月に建設産業戦略会議がとりまとめた「建設産業の再生と

発展のための方策2011」においてもその旨が盛り込まれたところです。 

 これを受け、今般、発注者と受注者との間の取引において、必ずしも十分に徹底さ

れていない法条を中心に、建設業法に照らし、受発注者はどのような対応をとるべき

か、また、どのような行為が不適切であるかを明示した「発注者・受注者間における

建設業法令遵守ガイドライン」を策定しました。 

 本ガイドラインの活用により、発注者と受注者との間の契約の適正化が促進される

とともに、元請下請間の契約の適正化を図るために平成１９年６月に策定した「建設

業法令遵守ガイドライン」も併せて活用することにより、建設業における契約全体の

適正化が促進されることが期待されます。 
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（注１）本ガイドラインにおける用語の意義は、以下のとおり。 

         

  「発注者」とは、建設工事の最初の注文者（いわゆる「施主」）をいう。 

           

  「受注者」とは、発注者から直接工事を請け負った請負人をいう。 

  

（注２）本ガイドラインは、公共工事及び民間工事における発注者と受注者との間の

取引全般を対象としているが、個人が発注する工事で専ら自ら利用する住宅や

施設を目的物とするものに関する取引は含まない。 

 

 

（注３）本ガイドラインは上記のとおり発注者と受注者との間の請負契約全般を対象

としているが、公共工事については、入札契約手続が制度化されていることや、

支払についての規定があること等、民間工事とは異なる点があることに留意し

必要に応じ記述を加えている。   

 

 

（注４）発注者の代理人が行った行為が、本ガイドラインに抵触する場合にも、発注

者が責めを免れるものではない。 
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１．見積条件の提示（建設業法第２０条第３項） 

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①発注者が不明確な工事内容の提示等、曖昧な見積条件により受注予定者に見積りを依頼

した場合 

②発注者が受注予定者から工事内容等の見積条件に関する質問を受けた際、発注者が未回

答あるいは曖昧な回答をした場合 

【建設業法上違反となる行為事例】 

③発注者が予定価格１億円の請負契約を締結しようとする際、見積期間を１週間として受

注予定者に見積りを行わせた場合 

 

 上記①及び②のケースは、いずれも建設業法第２０条第３項に違反するおそれが

あり、③のケースは、建設業法第２０条第３項に違反する。 

 

 建設業法第２０条第３項では、発注者は、建設工事の請負契約を締結する前に、下

記（１）に示す具体的内容を受注予定者に提示し、その後、受注予定者が当該工事の

見積りをするために必要な一定の期間を設けることが義務付けられている。これは、

請負契約が適正に締結されるためには、発注者が受注予定者に対し、あらかじめ、契

約の内容となるべき重要な事項を提示し、適正な見積期間を設け、見積落し等の問題

が生じないよう検討する期間を確保し、受注予定者が請負代金の額の計算その他請負

契約の締結に関する判断を行うことが可能となることが必要であることを踏まえた

ものである。 

 

（１）見積りに当たっては工事の具体的内容を提示することが必要 

 

   建設業法第２０条第３項により、発注者が受注予定者に対して提示しなけれ

ばならない具体的内容は、同法第１９条により請負契約書に記載することが義

務付けられている事項（工事内容、工事着手及び工事完成の時期、前金払又は

出来形部分に対する支払の時期及び方法等（７ページ「２－１ 当初契約」参

照））のうち、請負代金の額を除くすべての事項となる。 

 

   見積りを適正に行うという建設業法第２０条第３項の趣旨に照らすと、例え

ば、上記のうち「工事内容」に関し、発注者が最低限明示すべき事項としては、 

 ① 工事名称 

 ② 施工場所 

 ③ 設計図書（数量等を含む） 

 ④ 工事の責任施工範囲 
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 ⑤ 工事の全体工程 

 ⑥ 見積条件 

 ⑦ 施工環境、施工制約に関する事項 

 

が挙げられ、発注者は、具体的内容が確定していない事項についてはその旨を

明確に示さなければならない。施工条件が確定していないなどの正当な理由が

ないにもかかわらず、発注者が、受注予定者に対して、契約までの間に上記事

項等に関し具体的な内容を提示しない場合には、建設業法第２０条第３項に違

反する。 

 

 

（２）望ましくは、工事の内容を書面で提示し、作業内容を明確にすること 

 

   発注者が受注予定者に見積りを依頼する際は、受注予定者に対し工事の具体

的な内容について、口頭ではなく、書面によりその内容を示すことが望ましい。 

 

 

（３）予定価格の額に応じて一定の見積期間を設けることが必要 

 

   建設業法第２０条第３項により、発注者は、以下のとおり受注予定者が見積

りを行うために必要な一定の期間（下記ア～ウ（建設業法施行令（昭和３１年

政令第２７３号）第６条））を設けなければならないこととされている。 

 ア 工事１件の予定価格が５００万円に満たない工事については、１日以上 

 イ 工事１件の予定価格が５００万円以上５，０００万円に満たない工事に

ついては、１０日以上 

 ウ 工事１件の予定価格が５，０００万円以上の工事については、１５日以

上 

 

 上記期間は、受注予定者に対する契約内容の提示から当該契約の締結又は入

札までの間に設けなければならない期間である。そのため、例えば、４月１日

に契約内容の提示をした場合には、アに該当する場合は４月３日、イに該当す

る場合は４月１２日、ウに該当する場合は４月１７日以降に契約の締結又は入

札をしなければならない。ただし、やむを得ない事情があるときは、イ及びウ

の期間は、５日以内に限り短縮することができる。 

 上記の見積期間は、受注予定者が見積りを行うための最短期間であり、より

適正な見積が行われるようにするためには、とりわけ大型工事等において、発

注者は、受注予定者に対し、余裕を持った十分な見積期間を設けることが望ま
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しい。 

 なお、国が一般競争入札により発注する公共工事については、予算決算及び

会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７４条の規定により入札期日の前日か

ら起算して尐なくとも１０日前（急を要する場合には５日までに短縮可能）に

公告しなければならないとされており、この期間が上記ア～ウの見積期間とみ

なされる。 
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２．書面による契約締結 

２－１ 当初契約（建設業法第１９条第１項、第１９条の３） 

【建設業法上違反となる行為事例】 

①建設工事の発注に際し、書面による契約を行わなかった場合 

②建設工事の発注に際し、建設業法第１９条第１項の必要記載事項を満たさない契

約書面を交付した場合 

③建設工事の発注に際し、請負契約の締結前に建設業者に工事を着手させ、工事の

施工途中又は工事終了後に契約書面を相互に交付した場合 

 

 上記①～③のケースは、いずれも建設業法第１９条第１項に違反する。 

 

（１）契約は工事の着工前に書面により行うことが必要 

 

 建設工事の請負契約の当事者である発注者と受注者は、対等な立場で契約す

べきであり、建設業法第１９条第１項により定められた下記（２）の①から⑭

までの１４の事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなけ

ればならないこととなっている。 

契約書面の交付については、災害時等でやむを得ない場合を除き、原則とし

て工事の着工前に行わなければならない。 

 

 

（２）契約書面には建設業法で定める一定の事項を記載することが必要 

 

 建設業法第１９条第１項において、建設工事の請負契約の当事者に、契約の

締結に際して契約内容を書面に記載し相互に交付すべきことを求めているの

は、請負契約の明確性及び正確性を担保し、紛争の発生を防止するためである。

また、あらかじめ契約の内容を書面により明確にしておくことは、いわゆる請

負契約の「片務性」の改善に資することともなり、極めて重要な意義がある。

契約書面に記載しなければならない事項は、以下の①～⑭の事項である。特に、

「①工事内容」については、受注者の責任施工範囲、施工条件等が具体的に記

載されている必要があるので、○○工事一式といった曖昧な記載は避けるべき

である。 

 

 ① 工事内容 

 ② 請負代金の額 
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 ③ 工事着手の時期及び工事完成の時期 

 ④ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めを

するときは、その支払の時期及び方法 

 ⑤ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若し

くは一部の中止の申出があった場合における工期の変更、請負代金の額

の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め 

 ⑥ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定

方法に関する定め 

 ⑦ 価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第２条に規定する価

格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容

の変更 

 ⑧ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関

する定め 

 ⑨ 発注者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸

与するときは、その内容及び方法に関する定め 

 ⑩ 発注者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方

法並びに引渡しの時期 

 ⑪ 工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法 

 ⑫ 工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ず

べき保証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その

内容 

 ⑬ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違

約金その他の損害金 

 ⑭ 契約に関する紛争の解決方法 

 

 

（３）電子契約によることも可能 

 

 書面契約に代えて、電子契約も認められる。その場合でも、（２）①～⑭の

事項を記載しなければならない。 

 

 

（４）工期の設定時の留意事項 

 

 建設工事の請負契約において、受注者が適正な施工を行うためには、施工内

容に応じた適切な工期設定が必要である。発注者へ工事の目的物を引き渡す前

に設備（空調、衛生、電気、昇降機等）の試運転などが必要な場合には、これ
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らも含めた工期とする必要がある。 

 工期が施工を行うために必要な期間よりも短ければ、手抜き工事、不良工事

や公衆災害、労働災害等の発生につながる可能性がある。発注者及び受注者は、

当初契約の締結に当たって、十分に協議を行った上で、適正な工期を設定する

必要がある。 

 公共工事については、発注者が入札公告等において、契約に盛り込む予定の

工期を明示することが一般的であるが、発注者においては、適正な予定工期を

検討することが必要である。 

 また、受注者の責めに帰すべき事由により、工期内に工事を完成することが

できない場合における違約金の設定については、過大な額にならないよう設定

することが必要である。 

 

 

（５）短い工期にもかかわらず、通常の工期を前提とした請負代金の額で請負契約を

締結することは、不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれ 

 

 やむを得ず、通常の工期に比べて著しく短い工期で契約する場合には、工事

を施工するために「通常必要と認められる原価」は、短い工期で工事を完成さ

せることを前提として算定されるべきである。 

 発注者が、短い工期にもかかわらず、通常の工期を前提とした請負代金の額

で請負契約を締結させることにより、請負代金の額がその工事を施工するため

に「通常必要と認められる原価」を下回る場合には、建設業法第１９条の３に

違反するおそれがある。 

 （１６ページ「３．不当に低い発注金額」参照） 

 

 

（６）受注者に過度な義務や負担を課す片務的な内容による契約を行わないことが   

  必要 

 

 建設業法第１８条においては、「建設工事の請負契約の当事者は、各々の対

等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこ

れを履行しなければならない」と規定している。建設工事の請負契約の締結に

当たっては、同条の趣旨を踏まえ、公共工事については、中央建設業審議会が

作成する公共工事標準請負契約約款（以下「公共約款」という。）に沿った契

約が締結されている。民間工事においても、同審議会が作成する民間工事標準

請負契約約款又はこれに沿った内容の約款※（以下「民間約款等」という。）に

沿った内容の契約書による契約を締結することが望ましい。 
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※  民間約款に沿った内容の約款として、民間（旧四会）連合協定工事請

負契約約款がある。 

 

 民間工事の中には、民間約款等を大幅に修正した契約が締結されており、そ

の修正内容が受注者に過大な義務を課す等、次のような片務的な内容となって

いる場合がある。 

 

①  発注者の責めに帰すべき事由により生じた損害についても、受注者に負           

担させること 

② 工事の施工に伴い通常避けることができない騒音等の第三者への損害に

ついても、受注者に負担させること 

 ③ 例えば、民法（明治２９年法律第８９号）や住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成１１年法律第８１号）に定める期間を大幅に超えて、

長期間の瑕疵担保期間を設けること 

 ④ 過度なアフターサービス、例えば、経年劣化等に起因する不具合につい

てのアフターサービスなどを受注者に負担させること 

                   

 また、契約外の事項である次のような業務を発注者が求めることも片務的な

行為に該当すると考えられる。 

 

 ⑤ 販売促進への協力など、工事請負契約の内容にない業務を受注者に無償

で求めること 

 ⑥ 設計図書と工事現場の状況が異なっていた場合に、設計変更の作業を受

注者に無償で協力させること 

 

 このような、受注者に過度な義務や負担を課すなど、片務的な内容による契

約や契約外の行為をさせることは、結果として建設業法第１９条の３により禁

止される不当に低い請負代金（１６ページ「３．不当に低い発注金額」参照）

による契約となる可能性があり、厳に慎むべきである。 

 

 

（７）一定規模以上の解体工事等の場合は、契約書面に更に以下の事項の記載が必

要 

 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）

第１３条においては、一定規模（*）以上の解体工事等に係る契約を行う場合に、

以下の①から④までの４事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に
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交付しなければならないこととされており、そのような工事に係る契約書面は

上記（２）の①から⑭までの１４事項に加え、以下の４事項の記載が必要とな

る。 

 ① 分別解体等の方法 

 ② 解体工事に要する費用 

 ③ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

 ④ 再資源化等に要する費用 

  

 *「一定規模」とは、次のそれぞれの規模をいう 

 ア 建築物に係る解体工事…当該建築物（当該解体工事に係る部分に限る。）

の床面積の合計が８０平方メートル 

 イ 建築物に係る新築又は増築の工事…当該建築物（増築の工事にあっては、

当該工事に係る部分に限る。）の床面積の合計が５００平方メートル 

 ウ 建築物に係る新築工事等（上記イを除く）…その請負代金の額が１億円 

 エ 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等…その請負代金の額が

５００万円 

  注  解体工事又は新築工事等を二以上の契約に分割して請け負う場合に

おいては、これを一の契約で請け負ったものとみなして、上記の「一定

規模」に関する基準を適用する。ただし、正当な理由に基づいて契約を

分割したときは、この限りでない。 
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２－２ 追加工事等に伴う追加・変更契約（建設業法第１９条第２項、第１９条の３） 

【建設業法上違反となる行為事例】 

①追加工事又は変更工事が発生したが、発注者が書面による契約変更を行わなかっ

た場合 

②追加工事又は変更工事について、これらの工事に着手した後又は工事が終了した

後に書面により契約変更を行った場合 

 

 上記①及び②のケースは、いずれも建設業法第１９条第２項に違反するほか、必

要な増額を行わなかった場合には同法第１９条の３に違反するおそれがある。 

     

（１）追加工事等の着工前に書面による契約変更を行うことが必要 

   

 建設業法第１９条第２項では、請負契約の当事者は、追加工事又は変更工事

（工事の一時中止に伴う中止期間中の工事現場の維持、工事体制の縮小及び工

事の再開準備を含む。以下「追加工事等」という。）の発生により当初の請負

契約書（以下「当初契約書」という。）に掲げる事項を変更するときは、その

変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければな

らないこととなっている。これは、当初契約書において契約内容を明定しても、

その後の変更契約が口約束で行われれば、当該変更契約の明確性及び正確性が

担保されず、紛争を防止する観点からも望ましくないためであり、災害時等で

やむを得ない場合を除き、原則として追加工事等の着工前に、契約変更を行う

ことが必要である。 

 発注者及び受注者が追加工事等に関する協議を円滑に行えるよう、建設工事

の当初契約書において、建設業法第１９条第１項第５号に掲げる事項（当事者

の一方から設計変更等の申出があった場合における工期の変更、請負代金の額

の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め）について、で

きる限り具体的に定めておくことが望ましい。 

 なお、追加・変更契約を行うべき事由及びその方法については、公共約款、

民間約款等において規定しているほか、国土交通省等では、「工事請負契約に

おける設計変更ガイドライン」や「工事一時中止に係るガイドライン」を策定

している。 

 

 

（２）追加工事等の内容が直ちに確定できない場合の対応 

 

 工事状況により追加工事等の全体数量等の内容がその着工前の時点では確定

できない等の理由により、追加工事等の依頼に際して、その都度追加・変更契
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約を締結することが不合理な場合は、発注者は、以下の事項を記載した書面を

追加工事等の着工前に受注者と取り交わすこととし、契約変更等の手続につい

ては、追加工事等の内容が確定した時点で遅滞なく行う必要がある。 

 ① 受注者に追加工事等として施工を依頼する工事の具体的な作業内容 

 ② 当該追加工事等が契約変更等の対象となること及び契約変更等を行う時

期 

 ③ 追加工事等に係る契約単価の額 

 

 

（３）追加工事等に要する費用を受注者に一方的に負担させることは、不当に低い 

請負代金の禁止に違反するおそれ 

 

 追加・変更契約を行う場合には、追加工事等が発生した状況に応じ、当該追

加工事等に係る費用について、発注者と受注者との間で十分協議を行い決定す

ることが必要である。発注者が、受注者に一方的に費用を負担させたことによ

り、請負代金の額が当初契約工事及び追加工事等を施工するために「通常必要

と認められる原価」（１６ページ「３．不当に低い発注金額」参照）に満たな

い金額となる場合には、受注者の当該発注者への取引依存度等の状況によって

は、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがあ

る。  
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２－３ 工期変更に伴う変更契約（建設業法第１９条第２項、第１９条の３） 

【建設業法上違反となる行為事例】 

 受注者の責めに帰すべき事由がないにもかかわらず、当初契約で定めた工期を短

縮し、又は延長せざるを得なくなり、また、これに伴って工事費用が増加したが、

発注者が受注者からの協議に応じず、書面による契約変更を行わなかった場合 

 

 上記のケースは、建設業法第１９条第２項に違反するほか、必要な増額を行わな

かった場合には同法第１９条の３に違反するおそれがある。 

 

 工期は、建設業法第１９条第１項第３号により、建設工事の請負契約において定め

なければならない項目となっている。建設工事の請負契約の当事者は、当初契約の締

結に当たって適正な工期を設定すべきであり、また、受注者は工程管理を適正に行う

など、できる限り工期に変更が生じないよう努めるべきである。しかし、工事現場の

状況により、やむを得ず工期を変更することが必要になる場合も多い。こうした場合

において、工期の変更に係る請負契約の締結に関しても、書面によることが必要であ

る。         

 なお、工期の変更の原因となった工事の一時中止の期間中における現場維持、体制

縮小又は再開準備に要する費用については、追加工事が発生した場合と同様に書面で

契約変更等を行うことが必要である。（１２ページ「２－２ 追加工事等に伴う追加・

変更契約」参照） 

     

（１）工期変更についても書面による契約変更が必要 

 

 建設工事の請負契約において、工期に係る変更をする場合には、建設業法第

１９条第２項により、契約当事者である発注者及び受注者は、原則として工期

変更に係る工事の着工前にその変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印

をして相互に交付しなければならない。 

 また、発注者及び受注者が工期変更に関する協議を円滑に行えるよう、当初

契約書において、建設業法第１９条第１項第５号に掲げる事項（当事者の一方

から工事着手の延期等の申出があった場合における工期の変更、請負代金の額

の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め）について、で

きる限り具体的に定めておくことが望ましい。 

 なお、工期に係る変更の方法については、公共約款、民間約款等において規

定しているほか、国土交通省等では、「工事請負契約における設計変更ガイド

ライン」や「工事一時中止に係るガイドライン」を策定している。 
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（２）工事に着手した後に工期が変更になった場合、変更後の工期が直ちに確定で

きない場合の対応 

 

 工事に着手した後に工期が変更になった場合の契約変更等の手続について

は、変更後の工期が確定した時点で遅滞なく行うものとする。工期を変更する

必要があると認めるに至ったが、変更後の工期の確定が直ちにできない場合に

は、発注者は、工期の変更が契約変更等の対象となること及び契約変更等を行

う時期を記載した書面を、工期を変更する必要があると認めた時点で受注者と

取り交わすこととし、契約変更等の手続については、変更後の工期が確定した

時点で遅滞なく行うものとする。 

 

（３）工期の変更に伴う費用を受注者に一方的に負担させることは、不当に低い請

負代金の禁止に違反するおそれ 

 

 工期が変更になり、これに起因して工事の費用が増加した場合には、発注者

と受注者とが工期変更の原因及び増加費用の負担について、十分協議を行うこ

とが必要であり、発注者の一方的な都合により受注者の申出に応じず、必要な

変更契約を締結しない場合には、建設業法第１９条第２項に違反する。（１２

ページ「２－２ 追加工事等に伴う追加・変更契約」参照） 

 また、発注者の責めに帰すべき事由により工期が変更になった場合に、発注

者が、工期変更に起因する費用の増加分を受注者に一方的に負担させたことに

より、請負代金の額が工事を施工するために「通常必要と認められる原価」（１

６ページ「３．不当に低い発注金額」参照）に満たない金額となるときには、

受注者の当該発注者への取引依存度等の状況によっては、建設業法第１９条の

３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。 

 

（４）追加工事等の発生に起因する工期変更の場合の対応 

  

 工事現場においては、工期の変更のみが行われる場合のほか、追加工事等の

発生に起因して工期の変更が行われる場合が多いが、追加工事等の発生が伴う

場合には、（１）から（３）のほか、追加工事等に伴う追加・変更契約に関す

る記述が該当する（１２ページ「２－２ 追加工事等に伴う追加・変更契約」

参照）。 
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３．不当に低い発注金額（建設業法第１９条の３） 

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①発注者が、自らの予算額のみを基準として、受注者との協議を行うことなく、受

注者による見積額を大幅に下回る額で建設工事の請負契約を締結した場合 

②発注者が、契約を締結しない場合には今後の取引において不利な取扱いをする可

能性がある旨を示唆して、受注者との従来の取引価格を大幅に下回る額で、建設

工事の請負契約を締結した場合 

③発注者が、請負代金の増額に応じることなく、受注者に対し追加工事を施工させ

た場合 

④発注者の責めに帰すべき事由により工期が変更になり、工事費用が増加したにも

かかわらず、発注者が請負代金の増額に応じない場合 

⑤発注者が、契約後に、取り決めた代金を一方的に減額した場合 

 

 上記のケースは、いずれも建設業法第１９条の３に違反するおそれがある。 

 

 公共工事においては、発注者が直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理

費等により積算した予定価格の範囲内で応札した者の中から受注者を決めるのが一

般的であり、①及び②のようなケースは生じにくいものと考える。しかし、発注者は、

積算した金額（設計金額）からいわゆる歩切りをして予定価格を設定することや、歩

切りした予定価格による入札手続の入札辞退者にペナルティを課すなどにより、歩切

りをした予定価格の範囲内での入札を実質的に強いるようなことは、建設業法第１９

条の３に違反するおそれがあり、厳に慎む必要がある。   

 また、変更契約は、入札手続を経ることなく、相対で締結されることから、発注者

が請負代金の増額に応じないなどのケースが生じるおそれがあり、同条違反とならな

いよう留意が必要である。 

 

（１）「不当に低い請負代金の禁止」の定義 

 

 建設業法第１９条の３の「不当に低い請負代金の禁止」とは、発注者が、自

己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した工事を施工するために通常

必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を受注者

と締結することを禁止するものである。 

 発注者が、取引上の地位を不当に利用して、不当に低い請負代金による契約

を強いた場合には、受注者が工事の施工方法、工程等について技術的に無理な

手段、期間等の採用を強いられることとなり、手抜き工事、不良工事や公衆災

害、労働災害等の発生につながる可能性もある。 
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（２）「自己の取引上の地位の不当利用」とは、取引上優越的な地位にある発注者

が、受注者を経済的に不当に圧迫するような取引等を強いること 

 

 建設業法第１９条の３の「自己の取引上の地位を不当に利用して」とは、取

引上優越的な地位にある発注者が、受注者の選定権等を背景に、受注者を経済

的に不当に圧迫するような取引等を強いることをいう。 

 

 ア 取引上の優越的な地位 

 

取引上優越的な地位にある場合とは、受注者にとって発注者との取引の

継続が困難になることが受注者の事業経営上大きな支障を来すため、発注

者が受注者にとって著しく不利益な要請を行っても、受注者がこれを受け

入れざるを得ないような場合をいう。取引上優越的な地位に当たるか否か

については、受注者の発注者への取引依存度等により判断されることとな

るため、例えば受注者にとって大口取引先に当たる発注者については、取

引上優越的な地位に該当する蓋然性が高いと考えられる。 

 

 イ 地位の不当利用 

 

発注者が、受注者の選定権等を背景に、受注者を経済的に不当に圧迫す

るような取引等を強いたか否かについては、請負代金の額の決定に当たり

受注者と十分な協議が行われたかどうかといった対価の決定方法等により

判断されるものであり、例えば受注者と十分な協議を行うことなく発注者

が価格を一方的に決定し、当該価格による取引を強要する指値発注（１９

ページ「４．指値発注」参照）については、発注者による地位の不当利用

に当たるものと考えられる。 

 

 

（３）「通常必要と認められる原価」とは、工事を施工するために一般的に必要と

認められる価格 

 

 建設業法第１９条の３の「通常必要と認められる原価」とは、当該工事の施

工地域において当該工事を施工するために一般的に必要と認められる価格（直

接工事費、共通仮設費及び現場管理費よりなる間接工事費、一般管理費（利潤

相当額は含まない。）の合計額）をいい、具体的には、受注者の実行予算や下

請先、資材業者等との取引状況、さらには当該施工区域における同種工事の請
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負代金額の実例等により判断することとなる。 

 

 

（４）建設業法第１９条の３は変更契約にも適用 

 

 建設業法第１９条の３により禁止される行為は、当初の契約の締結に際して、

不当に低い請負代金を強いることに限られず、契約締結後、発注者が原価の上

昇を伴うような工事内容や工期の変更をしたのに、それに見合った請負代金の

増額を行わないことや、一方的に請負代金を減額したことにより原価を下回る

ことも含まれる。 

 追加工事等を受注者の負担により一方的に施工させたことにより、請負代金

の額が当初契約工事及び追加工事等を施工するために「通常必要と認められる

原価」に満たない金額とならないよう、適正な追加・変更契約を行うことが必

要である。（１２ページ「２－２ 追加工事等に伴う追加・変更契約」参照） 
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４．指値発注（建設業法第１９条第１項、第１９条の３、第２０条第３項） 

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①発注者が、自らの予算額のみを基準として、受注者と協議を行うことなく、一方

的に請負代金の額を決定し、その額で請負契約を締結した場合 

②発注者が、合理的根拠がないにもかかわらず、受注者の見積額を著しく下回る額

で請負代金の額を一方的に決定し、その額で請負契約を締結した場合 

③発注者が複数の建設業者から提出された見積金額のうち最も低い額を一方的に

請負代金の額として決定し、当該見積の提出者以外の者とその額で請負契約を締

結した場合 

【建設業法上違反となる行為事例】 

④発注者と受注者の間で請負代金の額に関する合意が得られていない段階で、受注

者に工事に着手させ、工事の施工途中又は工事終了後に発注者が受注者との協議

に応じることなく請負代金の額を一方的に決定し、その額で請負契約を締結した

場合 

⑤発注者が、受注者が見積りを行うための期間を設けることなく、自らの予算額を

受注者に提示し、請負契約締結の判断をその場で行わせ、その額で請負契約を締

結した場合 

  

上記①から⑤のケースは、いずれも建設業法第１９条の３に違反するおそれがあ

る。また、④のケースは同法第１９条第１項に違反し、⑤のケースは同法第２０条

第３項に違反する。 

 

 指値発注とは、発注者が受注者との請負契約を交わす際、受注者と十分な協議をせ

ず、又は受注者との協議に応じることなく、発注者が一方的に決めた請負代金の額を

受注者に提示（指値）し、その額で受注者に契約を締結させることをいう。指値発注

は、建設業法第１８条の建設工事の請負契約の原則（各々の対等な立場における合意

に基づいて公正な契約を締結する。）を没却するものである。 

 

 公共工事においては、入札公告などから入札期日の前日まで一定の期間を設け、ま

た、発注者が積算した予定価格の範囲内で応札した者の中から受注者を決めるのが一

般的であり、当初契約時においては、①から⑤までのようなケースは生じにくいもの

と考える。しかし、発注者は、歩切りをして予定価格を設定することや、歩切りした

予定価格による入札手続の入札辞退者にペナルティを課すなどにより、歩切りをした

予定価格の範囲内での入札を実質的に強いるようなことは、厳に慎む必要がある。ま

た、変更契約は、入札手続を経ることなく、相対で締結されることから、発注者が請

負代金の増額に応じないなどのケースが生じるおそれがあり、建設業法第１９条の３

違反とならないよう留意が必要である。 
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（１）指値発注は建設業法に違反するおそれ 

 

 指値発注は、発注者としての取引上の地位の不当利用に当たるものと考えら

れ、請負代金の額がその工事を施工するために「通常必要と認められる原価」

（１６ページ「３． 不当に低い発注金額」参照）に満たない金額となる場合に

は、受注者の当該発注者に対する取引依存度等の状況によっては、建設業法第

１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。 

 発注者が受注者に対して示した工期が、通常の工期に比べて著しく短い工期

である場合には、工事を施工するために「通常必要と認められる原価」は、発

注者が示した短い工期で工事を完成させることを前提として算定されるべきで

あり、発注者が通常の工期を前提とした請負代金の額で指値をした上で短い工

期で工事を完成させることにより、請負代金の額がその工事を施工するために

「通常必要と認められる原価」（１６ページ「３．不当に低い発注金額」参照）

を下回る場合には、建設業法第１９条の３に違反するおそれがある。 

 また、発注者が受注者に対し、指値した額で請負契約を締結するか否かを判

断する期間を与えることなく回答を求める行為については、建設業法第２０条

第３項の見積りを行うための一定期間の確保に違反する（４ページ「１．見積

条件の提示」参照）。 

 更に、発注者と受注者との間において請負代金の額の合意が得られず、この

ことにより契約書面の取り交わしが行われていない段階で、発注者が受注者に

対し工事の施工を強要し、その後に請負代金の額を発注者の指値により一方的

に決定する行為は、建設業法第１９条第１項に違反する（７ページ「２．書面

による契約締結」参照）。 

 

 

（２）請負代金決定に当たっては、十分に協議を行うことが必要 

 

 建設工事の請負契約の締結に当たり、発注者が契約希望額を提示した場合に

は、自らが提示した額の積算根拠を明らかにして受注者と十分に協議を行うな

ど、一方的な指値発注により請負契約を締結することがないよう留意すべきで

ある。     
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５．不当な使用資材等の購入強制（建設業法第１９条の４） 

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①請負契約の締結後に、発注者が受注者に対して、工事に使用する資材又は機械器

具等を指定し、あるいはその購入先を指定した結果、受注者が予定していた購入

価格より高い価格で資材等を購入することとなった場合 

②請負契約の締結後、当該契約に基づかないで発注者が指定した資材等を購入させ

たことにより、受注者が既に購入していた資材等を返却せざるを得なくなり金銭

面及び信用面における損害を受け、その結果、従来から継続的取引関係にあった

販売店との取引関係が悪化した場合 

 

 上記①及び②のケースは、いずれも建設業法第１９条の４に違反するおそれがあ

る。 

         

（１）「不当な使用資材等の購入強制」の定義 

 

 建設業法第１９条の４で禁止される「不当な使用資材等の購入強制」とは、

請負契約の締結後に、発注者が、自己の取引上の地位を不当に利用して、受注

者に使用資材若しくは機械器具又はこれらの購入先を指定し、これらを受注者

に購入させて、その利益を害することである。 

 

 

（２）建設業法第１９条の４は、請負契約の締結後の行為が規制の対象 

     

 「不当な使用資材等の購入強制」が禁止されるのは、請負契約の締結後にお

ける行為に限られる。これは、発注者の希望するものを作るのが建設工事の請

負契約であり、請負契約の締結に当たって、発注者が、自己の希望する資材等

やその購入先を指定することは、当然想定し得る。発注者が請負契約締結前に

これを行ったとしても、受注者はそれに従って適正な見積りを行い、適正な請

負代金で契約を締結することができるため、建設業法第１９条の４の規定の対

象とはならない。 

 

      

（３）「自己の取引上の地位の不当利用」とは、取引上優越的な地位にある発注者

が、受注者を経済的に不当に圧迫するような取引等を強いること 

     

 「自己の取引上の地位を不当に利用して」とは、取引上優越的な地位にある

発注者が、受注者の選定権等を背景に、受注者を経済的に不当に圧迫するよう
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な取引等を強いることをいう（１６ページ「３．不当に低い発注金額」参照）。 

 

 

（４）「資材等又はこれらの購入先の指定」とは、商品名又は販売会社を指定する

こと 

     

 「使用資材若しくは機械器具又はこれらの購入先を指定し、これらを購入さ

せる」とは、発注者が工事の使用資材等について具体的に○○会社○○型とい

うように会社名、商品名等を指定する場合又は購入先となる販売会社等を指定

する場合をいう。 

 

     

（５）受注者の「利益を害する」とは、金銭面及び信用面において損害を与えるこ

と 

     

 受注者の「利益を害する」とは、資材等を指定して購入させた結果、受注者

が予定していた資材等の購入価格より高い価格で購入せざるを得なかった場

合、あるいは、既に購入していた資材等を返却せざるを得なくなり、金銭面及

び信用面における損害を受け、その結果、従来から継続的取引関係にあった販

売店との取引関係が極度に悪化した場合等をいう。 

 したがって、発注者が指定した資材等の価格の方が受注者が予定していた購

入価格より安く、かつ、発注者の指定により資材の返却等の問題が生じない場

合には、受注者の利益は害されたことにはならない。 

 

 

（６）資材等の指定を行う場合には、見積条件として提示することが必要 

 

 使用資材等について購入先等の指定を行う場合には、発注者は、あらかじめ

見積条件としてそれらの項目を提示する必要がある。 
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６．やり直し工事（建設業法第１９条第２項、第１９条の３） 

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

 発注者が、受注者の責めに帰すべき事由がないにもかかわらず、やり直し工事を

行わせ、必要な変更契約を締結せずにその費用を一方的に受注者に負担させた場合 

 

 上記のケースは、建設業法第１９条第２項、第１９条の３に違反するおそれがあ

る。 

 

（１）やり直し工事を受注者に依頼する場合は、発注者と受注者が帰責事由や費用

負担について十分協議することが必要 

 

 発注者と受注者は、工事の施工に関し十分な協議を行い、工事のやり直し（手

戻り）が発生しないよう努めることはもちろんであるが、発注者の指示や要求

により、やむを得ず、工事の施工途中又は施工後において、やり直し工事が発

生する場合がある。やり直し工事が発生した場合には、発注者が受注者に対し

て一方的に費用を負担させることなく、発注者と受注者とが帰責事由や費用負

担について十分協議することが必要である。 

       

 

（２）受注者の責めに帰さないやり直し工事を依頼する場合は、契約変更が必要 

 

 受注者の責めに帰すべき事由がないのに、工事の施工途中又は施工後におい

て、発注者が受注者に対して工事のやり直しを依頼する場合にあっては、発注

者は速やかに受注者と十分に協議した上で契約変更を行う必要があり、発注者

がこのような契約変更を行わず、当該やり直し工事を受注者に施工させた場合

には、建設業法第１９条第２項に違反する（１２ページ「２－２ 追加工事等

に伴う追加・変更契約」参照）。 

 

 

（３）やり直し工事の費用を受注者に一方的に負担させることは、不当に低い請負 

    代金の禁止に違反するおそれ 

 発注者の責めに帰すべき事由によりやり直し工事が必要になった場合に、発

注者がやり直し工事に係る費用を一方的に受注者に負担させることによって、

請負代金の額が当初契約工事及びやり直し工事を施工するために「通常必要と

認められる原価」（１６ページ「３．不当に低い発注金額」参照）に満たない

金額となるときには、発注者と受注者との間の取引依存度等によっては、建設

業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。 
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（４）受注者の責めに帰すべき事由がある場合とは、施工内容が契約書面に明示さ

れた内容と異なる場合や施工に瑕疵等がある場合 

 

 受注者の責めに帰すべき事由があるため、受注者に全ての費用を負担させ、

工事のやり直しを求めることができるケースとしては、施工が契約書面に明示

された内容と異なる場合や施工に瑕疵等がある場合などが考えられる。 

次のような場合には、施工が契約書面と異なり、又は瑕疵等があるとは認め

られず、発注者の責めに帰すべき事由がある場合に該当する。 

 

 ア 受注者から施工内容等を明確にするよう求めがあったにもかかわらず、

発注者が正当な理由なく明確にせず、受注者に継続して作業を行わせた

ことにより、施工が発注者の意図と異なることとなった場合 

 

 イ 発注者の指示、あるいは了承した施工内容に基づき施工した場合におい

て、工事の内容が契約内容と異なる場合 

 

 なお、天災等により工事目的物が滅失し、工事の手戻り等が生じる場合があ

るが、発注者及び受注者の双方の責めに帰すことができない不可抗力による損

害の負担者については、民間約款等において、協議により重大と認めるものは

発注者がこれを負担すると規定されている。 
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７．支払（建設業法第２４条の５） 

【望ましくない行為事例】 

①請負契約に基づく工事目的物が完成し、引渡し終了後、発注者が受注者に対し、

速やかに請負代金を支払わない場合 

②発注者が、手形期間の長い手形により請負代金の支払を行った場合 

 

 上記①及び②のケースは、いずれも発注者が受注者による建設業法第２４条の５

違反の行為を誘発するおそれがあり、望ましくない。 

 

（１）請負代金の支払時の留意事項 

 

 請負代金については、発注者と受注者の合意により交わされた請負契約に基

づいて適正に支払われなければならない。請負代金の支払方法については、原

則として当事者間の取り決めにより自由に定めることができるが、本来は工事

目的物の引渡しと請負代金の支払は同時履行の関係に立つものであり、民間約

款等においても、その旨が規定されている。また、発注者から受注者への支払

は、元請下請間の支払に大きな影響を及ぼすことから、尐なくとも引渡し終了

後できるだけ速やかに適正な支払を行うように定めることが求められる。 

 更に、実際には、特に長期工事の場合等、工事完成まで支払がなされないと、

受注者及び下請負人の工事に必要な資金が不足するおそれがあるため、民間工

事標準請負契約約款の規定に沿って前払金制度あるいは部分払制度（いわゆる

出来高払制度）を活用するなど、迅速かつ適正な支払を行うことが望ましい。 

 

 

（２）目的物の引渡しを受けた場合には、できるだけ速やかに支払を行うこと 

 

 発注者は、請負契約に基づく目的物の引渡しを受けた場合、受注者に対し、

請負契約において取り決められた請負代金の額を、できるだけ速やかに支払う

ことが望ましい。 

 建設業法第２４条の５では、受注者が特定建設業者であり下請負人が資本金

４，０００万円未満の一般建設業者である場合、下請契約における下請代金の

支払期日は、下請負人が引渡の申出を行った日から起算して５０日以内と規定

している。これは、発注者から受注者に工事代金の支払があるか否かにかかわ

らず適用される規定であるが、発注者の支払期日によっては建設業法に定めた

元請下請間の支払に実質的な影響を与えかねないことから、発注者は、これら

の元請下請間の下請代金の支払に関する規定も考慮し、できるだけ速やかに支
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払を行うことが望ましい。 

国が発注する公共工事においては、政府契約の支払遅延防止等に関する法律

（昭和２４年法律第２５６号）に、検査、支払の時期が規定されており、同法

に従って支払が行われている。国以外の公共発注者においても、それぞれが定

めた検査や支払についての規則に従って行われているが、受注者からの工事完

了の通知の速やかな受理や検査の適切な実施を含め、迅速な支払の確保に努め

るべきである。 

 

（３）長期手形を交付しない 

 

 建設業法第２４条の５第３項では、受注者が特定建設業者であり下請負人が

資本金４，０００万円未満の一般建設業者である場合、下請代金の支払に当た

って一般の金融機関による割引を受けることが困難であると認められる手形

（例えば、手形期間が１２０日超の長期手形）を交付してはならないとされて

いる。 

 発注者から受注者への支払方法は、元請下請間の支払に実質的な影響を与え

かねないことから、発注者は、受注者に対する請負代金を手形で支払う場合に

も、同条の趣旨を踏まえ、長期手形を交付することがないようにすることが望

ましい。 
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８．関係法令 
 
８－１ 独占禁止法との関係について 

 

 不当に低い発注金額や不当な使用資材等の購入強制については、建設業法第

１９条の３及び第１９条の４でこれを禁止しているが、これらの規定に違反す

る上記行為は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第１９条で禁止している不公正

な取引方法の一類型である優越的な地位の濫用にも該当するおそれがある。優

越的地位の濫用に関して、公正取引委員会は、平成２２年１１月３０日、「優

越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（以下「考え方」という。）

を示している。 

 この「考え方」のうち、本ガイドラインと関係のある主な部分は以下のとお

りである。 

 

① 「１．見積条件の提示」、「２－１ 当初契約」、「２－２ 追加工事等 

 に伴う追加・変更契約」、「２－３ 工期変更に伴う変更契約」及び「３． 

 不当に低い発注金額」に関しては、「考え方」第４の２（３）に掲げる「そ 

 の他経済上の利益の提供の要請」、第４の３（４）に掲げる「減額」及び第 

 ４の３（５）に掲げる「その他取引の相手方に不利益となる取引条件の設定 

 等」 

 

② 「４．指値発注」に関しては、「考え方」第４の３（５）アに掲げる「取

引の対価の一方的決定」 

 

③ 「５．不当な使用資材等の購入強制」に関しては、「考え方」第４の１に 

 掲げる「購入・利用強制」 

 

④ 「６．やり直し工事」に関しては、「考え方」第４の３（５）イに掲げる 

 「やり直しの要請」 

 

⑤ 「７．支払」に関しては、「考え方」第４の３（３）に掲げる「支払遅延」 

 

 なお、発注者が独占禁止法第２条第１項に規定する事業者でない場合（公的

発注機関の場合）には、建設業法第１９条の５において、国土交通大臣又は都

道府県知事は、当該発注者が同法第１９条の３（不当に低い請負代金の禁止）

又は第１９条の４（不当な使用資材等の購入強制の禁止）の規定に違反してい

る事実があり、特に必要があると認めるときは、当該発注者に対して必要な勧

告をすることができると規定している。 
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８－２ 社会保険・労働保険（法定福利費）について 

 

   社会保険や労働保険は労働者が安心して働くために必要な制度であり、強制加

入の方式がとられている。 

   具体的には、健康保険と厚生年金保険については、法人の場合にはすべての事

業所について、個人経営の場合でも常時５人以上の従業員を使用する限り、必ず

加入手続を行わなければならず、また、雇用保険については、建設事業主の場合、

個人経営か法人かにかかわらず、労働者を１人でも雇用する限り、必ず加入手続

をとらなければならない。 

このため、受注者には、これらの保険料に係る費用負担が不可避となっている。 

これらの保険料にかかる受注者の費用は、労災保険料とともに受注者が義務的

に負担しなければならない法定福利費であり、建設業法第１９条の３に規定する

「通常必要と認められる原価」に含まれるべきものである。 

このため、発注者及び受注者は見積時から法定福利費を必要経費として適正に

考慮すべきであり、法定福利費相当額を含まない金額で建設工事の請負契約を締

結した場合には、発注者がこれらの保険への加入義務を定めた法令の違反を誘発

するおそれがあるとともに、発注者が建設業法第１９条の３に違反するおそれが

ある。 
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「建設業法」（抄）（昭和二十四年法律第百号） 

 

（建設工事の請負契約の原則）  

第十八条  建設工事の請負契約の当事者は、各々の対等な立場における合意に基い

て公正な契約を締結し、信義に従つて誠実にこれを履行しなければならない。  

 

（建設工事の請負契約の内容）  

第十九条  建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際し

て次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければな

らない。  

一  工事内容  

二  請負代金の額  

三  工事着手の時期及び工事完成の時期  

四  請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをすると

きは、その支払の時期及び方法  

五  当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一

部の中止の申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損

害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め 

六  天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法

に関する定め 

七  価格等（物価統制令（昭和二十一年勅令第百十八号）第二条に規定する価格等を

いう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変更 

八  工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定

め 

九  注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与する

ときは、その内容及び方法に関する定め 

十  注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並

びに引渡しの時期 

十一  工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法 

十二  工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき

保証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その内容 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%88%ea%92%ba%88%ea%88%ea%94%aa&REF_NAME=%95%a8%89%bf%93%9d%90%a7%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%88%ea%92%ba%88%ea%88%ea%94%aa&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000
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十三  各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金

その他の損害金 

十四  契約に関する紛争の解決方法  

２  請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に掲げる事項に該当するものを変更

するときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しな

ければならない。 

３  建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令で定める

ところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であつて、当該各項の規定による措置に準ず

るものとして国土交通省令で定めるものを講ずることができる。この場合において、当

該国土交通省令で定める措置を講じた者は、当該各項の規定による措置を講じたもの

とみなす。  

 

（不当に低い請負代金の禁止）  

第十九条の三  注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設

工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額と

する請負契約を締結してはならない。  

 

（不当な使用資材等の購入強制の禁止）  

第十九条の四  注文者は、請負契約の締結後、自己の取引上の地位を不当に利用して、

その注文した建設工事に使用する資材若しくは機械器具又はこれらの購入先を指定し、

これらを請負人に購入させて、その利益を害してはならない。  

 

（発注者に対する勧告）  

第十九条の五  建設業者と請負契約を締結した発注者（私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律 （昭和二十二年法律第五十四号）第二条第一項に規定する事業

者に該当するものを除く。）が前二条の規定に違反した場合において、特に必要がある

と認めるときは、当該建設業者の許可をした国土交通大臣又は都道府県知事は、当該

発注者に対して必要な勧告をすることができる。  

 

（建設工事の見積り等） 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%8e%84%93%49%93%c6%90%e8%82%cc%8b%d6%8e%7e%8b%79%82%d1%8c%f6%90%b3%8e%e6%88%f8%82%cc%8a%6d%95%db%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%8e%84%93%49%93%c6%90%e8%82%cc%8b%d6%8e%7e%8b%79%82%d1%8c%f6%90%b3%8e%e6%88%f8%82%cc%8a%6d%95%db%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
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第二十条  建設業者は、建設工事の請負契約を締結するに際して、工事内容に応じ、工

事の種別ごとに材料費、労務費その他の経費の内訳を明らかにして、建設工事の見

積りを行うよう努めなければならない。  

２  建設業者は、建設工事の注文者から請求があつたときは、請負契約が成立するまで

の間に、建設工事の見積書を提示しなければならない。  

３  建設工事の注文者は、請負契約の方法が随意契約による場合にあつては契約を締

結する以前に、入札の方法により競争に付する場合にあつては入札を行う以前に、第

十九条第一項第一号及び第三号から第十四号までに掲げる事項について、できる限り

具体的な内容を提示し、かつ、当該提示から当該契約の締結又は入札までに、建設業

者が当該建設工事の見積りをするために必要な政令で定める一定の期間を設けなけ

ればならない。  

 

建設業法施行令（昭和三十一年政令第二百七十三号）（抄） 

 

（建設工事の見積期間）  

第六条  法第二十条第三項に規定する見積期間は、次に掲げるとおりとする。ただし、

やむを得ない事情があるときは、第二号及び第三号の期間は、五日以内に限り短縮

することができる。  

一  工事一件の予定価格が五百万円に満たない工事については、一日以上  

二  工事一件の予定価格が五百万円以上五千万円に満たない工事については、十

日以上  

三  工事一件の予定価格が五千万円以上の工事については、十五日以上  

２   国が入札の方法により競争に付する場合においては、予算決算及び会計令（昭和

二十二年勅令第百六十五号）第七十四条の規定による期間を前項の見積期間とみな

す。  

 

 

（特定建設業者の下請代金の支払期日等）  

第二十四条の五  特定建設業者が注文者となつた下請契約（下請契約における請負人

が特定建設業者又は資本金額が政令で定める金額以上の法人であるものを除く。以

下この条において同じ。）における下請代金の支払期日は、前条第二項の申出の日

（同項ただし書の場合にあつては、その一定の日。以下この条において同じ。）から起

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%88%ea%81%5a%81%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%92%ba%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%97%5c%8e%5a%8c%88%8e%5a%8b%79%82%d1%89%ef%8c%76%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%92%ba%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8e%b5%8f%5c%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000007400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000007400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000007400000000000000000000000000000
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算して五十日を経過する日以前において、かつ、できる限り短い期間内において定め

られなければならない。  

２  特定建設業者が注文者となつた下請契約において、下請代金の支払期日が定めら

れなかつたときは前条第二項の申出の日が、前項の規定に違反して下請代金の支払

期日が定められたときは同条第二項の申出の日から起算して五十日を経過する日が

下請代金の支払期日と定められたものとみなす。  

３  特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者となつた下請契約に係る下請代金の

支払につき、当該下請代金の支払期日までに一般の金融機関（預金又は貯金の受入

れ及び資金の融通を業とする者をいう。）による割引を受けることが困難であると認め

られる手形を交付してはならない。  

４  特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者となつた下請契約に係る下請代金を

第一項の規定により定められた支払期日又は第二項の支払期日までに支払わなけれ

ばならない。当該特定建設業者がその支払をしなかつたときは、当該特定建設業者は、

下請負人に対して、前条第二項の申出の日から起算して五十日を経過した日から当該

下請代金の支払をする日までの期間について、その日数に応じ、当該未払金額に国

土交通省令で定める率を乗じて得た金額を遅延利息として支払わなければならない。  

 

（公正取引委員会への措置請求等）  

第四十二条  国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を受けた建設業者が第十九

条の三、第十九条の四、第二十四条の三第一項、第二十四条の四又は第二十四条の

五第三項若しくは第四項の規定に違反している事実があり、その事実が私的独占の禁

止及び公正取引の確保に関する法律第十九条の規定に違反していると認めるときは、

公正取引委員会に対し、同法の規定に従い適当な措置をとるべきことを求めることが

できる。  

２   国土交通大臣又は都道府県知事は、中小企業者（中小企業基本法（昭和三十八年

法律第百五十四号）第二条第一項 に規定する中小企業者をいう。次条において同

じ。）である下請負人と下請契約を締結した元請負人について、前項の規定により措置

をとるべきことを求めたときは、遅滞なく、中小企業庁長官にその旨を通知しなければ

ならない。  

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%8e%84%93%49%93%c6%90%e8%82%cc%8b%d6%8e%7e%8b%79%82%d1%8c%f6%90%b3%8e%e6%88%f8%82%cc%8a%6d%95%db%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%8f%5c%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%8e%84%93%49%93%c6%90%e8%82%cc%8b%d6%8e%7e%8b%79%82%d1%8c%f6%90%b3%8e%e6%88%f8%82%cc%8a%6d%95%db%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%8f%5c%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%93%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%94%aa%96%40%88%ea%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%92%86%8f%ac%8a%e9%8b%c6%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%94%aa%96%40%88%ea%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000


36 

 

「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（抄） 

（昭和二十二年法律第五十四号） 

 

第二条  この法律において「事業者」とは、商業、工業、金融業その他の事業を行

う者をいう。事業者の利益のためにする行為を行う役員、従業員、代理人その他

の者は、次項又は第三章の規定の適用については、これを事業者とみなす。  

２～８ （略） 

９  この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する

行為をいう。  

一～四 （略） 

五  自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習

に照らして不当に、次のいずれかに該当する行為をすること。  

イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。

ロにおいて同じ。）に対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は

役務を購入させること。 

ロ 継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済

上の利益を提供させること。 

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引

に係る商品を受領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取引の

相手方に対して取引の対価の支払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他

取引の相手方に不利益となるように取引の条件を設定し、若しくは変更し、

又は取引を実施すること。 

六  （略） 

 

第十九条  事業者は、不公正な取引方法を用いてはならない。  

 

第二十条  前条の規定に違反する行為があるときは、公正取引委員会は、第八章第

二節に規定する手続に従い、事業者に対し、当該行為の差止め、契約条項の削除

その他当該行為を排除するために必要な措置を命ずることができる。  

２  第七条第二項の規定は、前条の規定に違反する行為に準用する。  
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第二十条の六  事業者が、第十九条の規定に違反する行為（第二条第九項第五号に

該当するものであつて、継続してするものに限る。）をしたときは、公正取引委

員会は、第八章第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為をし

た日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当

該行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）における、当該行為の相

手方との間における政令で定める方法により算定した売上額（当該行為が商品又

は役務の供給を受ける相手方に対するものである場合は当該行為の相手方との

間における政令で定める方法により算定した購入額とし、当該行為の相手方が複

数ある場合は当該行為のそれぞれの相手方との間における政令で定める方法に

より算定した売上額又は購入額の合計額とする。）に百分の一を乗じて得た額に

相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じなければならない。ただし、そ

の額が百万円未満であるときは、その納付を命ずることができない。  

 

第二十五条  第三条、第六条又は第十九条の規定に違反する行為をした事業者（第六

条の規定に違反する行為をした事業者にあつては、当該国際的協定又は国際的契

約において、不当な取引制限をし、又は不公正な取引方法を自ら用いた事業者に限

る。）及び第八条の規定に違反する行為をした事業者団体は、被害者に対し、損害賠

償の責めに任ずる。  

２  事業者及び事業者団体は、故意又は過失がなかつたことを証明して、前項に規定

する責任を免れることができない。 
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「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（抄） 

（平成２２年１１月３０日公正取引委員会） 

 

はじめに 

 優越的地位の濫用は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２

２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）において，不公正な取引方法の

一つとして禁止されている。優越的地位の濫用の規定は，独占禁止法の一部を改正

する法律（平成２１年法律第５１号。以下「独占禁止法改正法」という。）によっ

て，独占禁止法第２条第９項第５号として法定化された。 

 

第１ 優越的地位の濫用規制についての基本的考え方（略） 

 

第２「自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して」の考え方 

１ 取引の一方の当事者（甲）が他方の当事者（乙）に対し，取引上の地位が優越

しているというためには，市場支配的な地位又はそれに準ずる絶対的に優越した

地位である必要はなく，取引の相手方との関係で相対的に優越した地位であれば

足りると解される。甲が取引先である乙に対して優越した地位にあるとは，乙に

とって甲との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すため，

甲が乙にとって著しく不利益な要請等を行っても，乙がこれを受け入れざるを得

ないような場合である。 

 

２ この判断に当たっては，乙の甲に対する取引依存度，甲の市場における地位，

乙にとっての取引先変更の可能性，その他甲と取引することの必要性を示す具体

的事実を総合的に考慮する（注７）。 

 

（注７）甲が乙に対し，取引上の地位が優越しているかどうかは，次の(1)から

(4)までに記載された具体的事実を総合的に考慮して判断するので，大企

業と中小企業との取引だけでなく，大企業同士，中小企業同士の取引にお

いても，取引の一方当事者が他方の当事者に対し，取引上の地位が優越し

ていると認められる場合があることに留意する必要がある。 

 

(1) 乙の甲に対する取引依存度 

 乙の甲に対する取引依存度とは，一般に，乙が甲に商品又は役務を供給する

取引の場合には，乙の甲に対する売上高を乙全体の売上高で除して算出される。

乙の甲に対する取引依存度が大きい場合には，乙は甲と取引を行う必要性が高

くなるため，乙にとって甲との取引の継続が困難になることが事業経営上大き

な支障を来すことになりやすい。 
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(2) 甲の市場における地位 

 甲の市場における地位としては，甲の市場におけるシェアの大きさ，その順

位等が考慮される。甲のシェアが大きい場合又はその順位が高い場合には，甲

と取引することで乙の取引数量や取引額の増加が期待でき，乙は甲と取引を行

う必要性が高くなるため，乙にとって甲との取引の継続が困難になることが事

業経営上大きな支障を来すことになりやすい。 

 

(3) 乙にとっての取引先変更の可能性 

 乙にとっての取引先変更の可能性としては，他の事業者との取引開始や取引

拡大の可能性，甲との取引に関連して行った投資等が考慮される。他の事業者

との取引を開始若しくは拡大することが困難である場合又は甲との取引に関

連して多額の投資を行っている場合には，乙は甲と取引を行う必要性が高くな

るため，乙にとって甲との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支

障を来すことになりやすい。 

 

(4) その他甲と取引することの必要性を示す具体的事実 

 その他甲と取引することの必要性を示す具体的事実としては，甲との取引の

額，甲の今後の成長可能性，取引の対象となる商品又は役務を取り扱うことの

重要性，甲と取引することによる乙の信用の確保，甲と乙の事業規模の相違等

が考慮される。甲との取引の額が大きい，甲の事業規模が拡大している，甲が

乙に対して商品又は役務を供給する取引において当該商品又は役務が強いブ

ランド力を有する，甲と取引することで乙の取り扱う商品又は役務の信用が向

上する，又は甲の事業規模が乙のそれよりも著しく大きい場合には，乙は甲と

取引を行う必要性が高くなるため，乙にとって甲との取引の継続が困難になる

ことが事業経営上大きな支障を来すことになりやすい。 

 

第３ 「正常な商慣習に照らして不当に」の考え方 

 「正常な商慣習に照らして不当に」という要件は，優越的地位の濫用の有無が，

公正な競争秩序の維持・促進の観点から個別の事案ごとに判断されることを示すも

のである。 

 ここで，「正常な商慣習」とは，公正な競争秩序の維持・促進の立場から是認さ

れるものをいう。したがって，現に存在する商慣習に合致しているからといって，

直ちにその行為が正当化されることにはならない。 

 

第４ 優越的地位の濫用となる行為類型 

 ここでは，優越的地位の濫用につながり得る行為であることが，独占禁止法第２
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条第９項第５号イからハまでの規定から明らかな行為を中心に，行為類型ごとに，

優越的地位の濫用の考え方について明らかにする。 

 なお，優越的地位の濫用として問題となるのは，これらの行為類型に限られるも

のではない。優越的地位の濫用として問題となる種々の行為を未然に防止するため

には，取引の対象となる商品又は役務の具体的内容や品質に係る評価の基準，納期，

代金の額，支払期日，支払方法等について，取引当事者間であらかじめ明確にし，

書面で確認するなどの対応をしておくことが望ましい。 

 

１ 独占禁止法第２条第９項第５号イ（購入・利用強制） 

  独占禁止法第２条第９項第５号イの規定は，次のとおりである。 

 

  

 

 

 

 

 この規定における「当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務」には，

自己の供給する商品又は役務だけでなく，自己の指定する事業者が供給する商品

又は役務が含まれる。 

 また，「購入させる」には，その購入を取引の条件とする場合や，その購入を

しないことに対して不利益を与える場合だけではなく，事実上，購入を余儀なく

させていると認められる場合も含まれる（注８）。 

 

（注８）独占禁止法第２条第９項第５号ロにおける「提供させる」の考え方も，

これと同様である。 

 

(1) 取引上の地位が相手方に優越している事業者が，取引の相手方に対し，当該

取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務の購入を要請する場合であって，

当該取引の相手方が，それが事業遂行上必要としない商品若しくは役務であり，

又はその購入を希望していないときであったとしても，今後の取引に与える影

響を懸念して当該要請を受け入れざるを得ない場合には，正常な商慣習に照ら

して不当に不利益を与えることとなり，優越的地位の濫用として問題となる。 

  

(2) 略 

 

 

 

イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を

含む。ロにおいて同じ。）に対して，当該取引に係る商品又は役務以外の

商品又は役務を購入させること。 
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＜想定例＞ 

① 購入しなければ相手方との取引を打ち切る，取引数量を削減するなど，

今後の取引に影響すると受け取られるような要請をすることにより，購入

させること。 

② 購買担当者等取引の相手方との取引関係に影響を及ぼし得る者が購入

を要請することにより，購入させること。 

③～⑥ 略 

 

２ 独占禁止法第２条第９項第５号ロ 

  独占禁止法第２条第９項第５号ロの規定は，次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 この規定における「経済上の利益」の提供とは，協賛金，協力金等の名目のい

かんを問わず行われる金銭の提供，作業への労務の提供等をいう。 

 

(1) 協賛金等の負担の要請（略） 

 

(2) 従業員等の派遣の要請（略） 

 

(3) その他経済上の利益の提供の要請 

ア 協賛金等の負担の要請や従業員等の派遣の要請以外であっても，取引上の

地位が相手方に優越している事業者が，正当な理由がないのに，取引の相手

方に対し，発注内容に含まれていない，金型（木型その他金型に類するもの

を含む。以下同じ。）等の設計図面，特許権等の知的財産権，従業員等の派

遣以外の役務提供その他経済上の利益の無償提供を要請する場合であって，

当該取引の相手方が今後の取引に与える影響を懸念してそれを受け入れざ

るを得ない場合には，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることと

なり，優越的地位の濫用として問題となる（注１５）。 

 

（注１５）無償で提供させる場合だけでなく，取引上の地位が優越している

事業者が，取引の相手方に対し，正常な商慣習に照らして不当に低

い対価で提供させる場合には，優越的地位の濫用として問題となる。

この判断に当たっては，「取引の対価の一方的決定」（第４の３(5)

ア）に記載された考え方が適用される。 

ロ 継続して取引する相手方に対して，自己のために金銭，役務その他の

経済上の利益を提供させること。 



42 

 

イ（略） 

 

＜想定例＞ 

①  略 

② 発注内容に金型の設計図面を提供することが含まれていないにもかか

わらず，取引の相手方に対し，金型の設計図面を無償で提供させること。 

③ 補修用部品，金型等自己が保管すべきものについて，自己の一方的な都

合により，取引の相手方に無償で保管させ，また，保管に伴うメンテナン

ス等をさせること。 

④ 自己が支給した部品・原材料の不具合，自己が行った設計の不備等自己

に責任があるにもかかわらず，最終ユーザーからクレームがあった際，自

己は一切責任を負わず，取引の相手方に最終ユーザーに対する損害賠償を

含むクレーム対応を無償ですべて行わせること。 

⑤ 商品を納入するに当たって，取引の相手方と十分協議することなく一方

的に，当該取引の相手方が回収する義務のない産業廃棄物や他の事業者の

輸送用具等を取引の相手方に無償で回収させること。 

 

３ 独占禁止法第２条第９項第５号ハ 

  独占禁止法第２条第９項第５号ハの規定は，次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 この独占禁止法第２条第９項第５号ハには，「受領拒否」，「返品」，「支払遅延」

及び「減額」が優越的地位の濫用につながり得る行為の例示として掲げられてい

るが，それ以外にも，取引の相手方に不利益を与える様々な行為が含まれる。 

(1) 受領拒否（略） 

 

(2) 返品（略） 

 

(3) 支払遅延 

ア  取引上の地位が相手方に優越している事業者が，正当な理由がないのに，

契約で定めた支払期日に対価を支払わない場合であって，当該取引の相手方

が，今後の取引に与える影響等を懸念してそれを受け入れざるを得ない場合

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み，取引の相手方から取

引に係る商品を受領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ，取

引の相手方に対して取引の対価の支払を遅らせ，若しくはその額を減じ，

その他取引の相手方に不利益となるように取引の条件を設定し，若しくは

変更し，又は取引を実施すること。 



43 

 

には，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることとなり，優越的地

位の濫用として問題となる。 

  また，契約で定めた支払期日より遅れて対価を支払う場合だけでなく，取

引上の地位が優越している事業者が，一方的に対価の支払期日を遅く設定す

る場合や，支払期日の到来を恣意的に遅らせる場合にも，当該取引の相手方

に正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることとなりやすく，優越的

地位の濫用として問題となりやすい。 

 

イ （略） 

 

＜想定例＞ 

① 社内の支払手続の遅延，製品の設計や仕様の変更などを理由として，自

己の一方的な都合により，契約で定めた支払期日に対価を支払わないこと。 

② 分割して納入を受ける取引において，初期納入分の提供を受けた後に対

価を支払うこととされているにもかかわらず，一方的に支払条件を変更し，

すべてが納入されていないことを理由として対価の支払を遅らせること。 

③ 商品の提供が終わっているにもかかわらず，その検収を恣意的に遅らせ

ることなどにより，契約で定めた支払期日に対価を支払わないこと。 

④ 取引に係る商品又は役務を自己が実際に使用した後に対価を支払うこ

ととされている場合に，自己の一方的な都合によりその使用時期を当初の

予定より大幅に遅らせ，これを理由として対価の支払を遅らせること。 

⑤ 非常に高額な製品・部品等の納入を受けている場合において，当初，契

約で一括払いとしたにもかかわらず，支払の段階になって自己の一方的な

都合により数年にわたる分割払いとし，一括払いに応じないこと。 

 

(4) 減額 

ア 取引上の地位が相手方に優越している事業者が，商品又は役務を購入した

後において，正当な理由がないのに，契約で定めた対価を減額する場合であ

って，当該取引の相手方が，今後の取引に与える影響等を懸念してそれを受

け入れざるを得ない場合には，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与え

ることとなり，優越的地位の濫用として問題となる。 

契約で定めた対価を変更することなく，商品又は役務の仕様を変更するな

ど対価を実質的に減額する場合も，これと同様である。 

 

イ（略） 
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＜想定例＞ 

① 商品又は役務の提供を受けた後であるにもかかわらず，業績悪化，予算

不足，顧客からのキャンセル等自己の一方的な都合により，契約で定めた

対価の減額を行うこと。 

② あらかじめ定められた検査基準を恣意的に厳しくして，発注内容と異な

る又は瑕疵があることを理由に，納入価格の値引きをさせること。 

③ 自己の一方的な都合により取引の対象となる商品若しくは役務の仕様

等の変更，やり直し又は追加的な提供を要請した結果，取引の相手方の作

業量が大幅に増加することとなるため，当該作業量増加分に係る対価の支

払を約したにもかかわらず，当初の契約で定めた対価しか支払わないこと。 

④ セールで値引販売したことを理由に，又は当該値引販売に伴う利益の減

尐に対処するために，値引販売した額に相当する額を取引の相手方に値引

きさせること。 

⑤ 毎月，一定の利益率を確保するため，当該利益率の確保に必要な金額を

計算して，それに相当する額を取引の相手方に値引きさせること。 

⑥ 商品の製造を発注した後であるにもかかわらず，自社で策定したコスト

削減目標を達成するために必要な金額を計算して，それに相当する額を取

引の相手方に値引きさせること。 

⑦ 自己の要請に基づいて設備投資や人員の手配を行うなど，取引の相手方

が自己に対する商品又は役務の提供の準備のための費用を負担している

にもかかわらず，自己の一方的な都合により，当該商品又は役務の一部の

取引を取りやめ，契約で定めた対価から取引の減尐分に係る対価の減額を

行うこと。 

⑧ 同一商品が他店で安く販売されていることを理由に，納入業者と協議す

ることなく，自店と他店の販売価格の差額分を納入価格から差し引いた対

価しか支払わないこと。 

⑨ 消費税・地方消費税相当額を支払わないことにより，又は支払時に端数

切捨てを行うことにより，契約で定めた対価の減額を行うこと。 

⑩ 自己の一方的な都合による設計変更，図面提供の遅延等があったにもか

かわらず，取引の相手方の納期延長を認めず，納期遅れのペナルティの額

を差し引いた対価しか支払わないこと。 

 

(5) その他取引の相手方に不利益となる取引条件の設定等 

  前記第４の１，第４の２及び第４の３(1)から(4)までの行為類型に該当しな

い場合であっても，取引上の地位が優越している事業者が，取引の相手方に正

常な商慣習に照らして不当に不利益となるように取引の条件を設定し，若しく

は変更し，又は取引を実施する場合には，優越的地位の濫用として問題となる。 
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  一般に取引の条件等に係る交渉が十分に行われないときには，取引の相手方

は，取引の条件等が一方的に決定されたものと認識しがちである。よって，取

引上優越した地位にある事業者は，取引の条件等を取引の相手方に提示する際，

当該条件等を提示した理由について，当該取引の相手方へ十分に説明すること

が望ましい。 

 

ア 取引の対価の一方的決定 

(ｱ) 取引上の地位が相手方に優越している事業者が，取引の相手方に対し，

一方的に，著しく低い対価又は著しく高い対価での取引を要請する場合で

あって，当該取引の相手方が，今後の取引に与える影響等を懸念して当該

要請を受け入れざるを得ない場合には，正常な商慣習に照らして不当に不

利益を与えることとなり，優越的地位の濫用として問題となる（注２５）。 

  この判断に当たっては，対価の決定に当たり取引の相手方と十分な協議

が行われたかどうか等の対価の決定方法のほか，他の取引の相手方の対価

と比べて差別的であるかどうか，取引の相手方の仕入価格を下回るもので

あるかどうか，通常の購入価格又は販売価格との乖離の状況，取引の対象

となる商品又は役務の需給関係等を勘案して総合的に判断する。 

（注２５）取引の対価の一方的決定は，独占禁止法第２条第９項第５号ハの

「取引の相手方に不利益となるように取引の条件を設定（中略）す

ること。」に該当する。 

 

(ｲ) （略） 

 

＜想定例＞ 

①（略） 

② 納期までの期間が短い発注を行ったため，取引の相手方の人件費等のコ

ストが大幅に増加したにもかかわらず，通常の納期で発注した場合の単価

と同一の単価を一方的に定めること。 

③ 通常の発注内容にない特別の仕様を指示したり，配送頻度の変更を指示

したりするなどしたため，取引の相手方の作業量が増加し，当該取引の相

手方の人件費等のコストが大幅に増加したにもかかわらず，通常の発注内

容の場合の単価と同一の単価を一方的に定めること。 

④ 自己の予算単価のみを基準として，一方的に通常の価格より著しく低い

又は著しく高い単価を定めること。 

⑤ 一部の取引の相手方と協議して決めた単価若しくは不合理な基準で算

定した単価を他の取引の相手方との単価改定に用いること，又は取引の相

手方のコスト減尐を理由としない定期的な単価改定を行うことにより，一
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律に一定比率で単価を引き下げ若しくは引き上げて，一方的に通常の価格

より著しく低い若しくは著しく高い単価を定めること。 

⑥・⑦（略） 

⑧ 原材料等の値上がりや部品の品質改良等に伴う研究開発費の増加，環境

規制への対策などにより，取引の相手方のコストが大幅に増加したにもか

かわらず，従来の単価と同一の単価を一方的に定めること。 

⑨（略） 

⑩ 取引の相手方から，社外秘である製造原価計算資料，労務管理関係資料

等を提出させ，当該資料を分析し，「利益率が高いので値下げに応じられ

るはず」などと主張し，著しく低い納入価格を一方的に定めること。 

 

イ やり直しの要請 

(ｱ) 取引上の地位が相手方に優越している事業者が，正当な理由がないのに，

当該取引の相手方から商品を受領した後又は役務の提供を受けた後に，取

引の相手方に対し，やり直しを要請する場合であって，当該取引の相手方

が，今後の取引に与える影響等を懸念してそれを受け入れざるを得ない場

合には，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることとなり，優越

的地位の濫用として問題となる。（注２６）（注２７）。 

 

（注２６）「やり直し」は，独占禁止法第２条第９項第５号ハの「取引の相

手方に不利益となるように取引の条件を（中略）変更し，又は取引

を実施すること。」に該当する。 

（注２７）取引の相手方から商品を受領する前又は役務の提供を受ける前に，

給付内容を変更し，当初の給付内容とは異なる作業をさせる場合に

ついては，「減額」（第４の３(4)参照）又は「その他取引の相手方

に不利益となる取引条件の設定等」（第４の３(5)ウ参照）として優

越的地位の濫用の問題となり得る。 

 

(ｲ) （略） 

 

＜想定例＞ 

① 商品又は役務の受領前に，自己の一方的な都合により，あらかじめ定め

た商品又は役務の仕様を変更したにもかかわらず，その旨を取引の相手方

に伝えないまま，取引の相手方に継続して作業を行わせ，納入時に仕様に

合致していないとして，取引の相手方にやり直しをさせること。 

② 委託内容について取引の相手方に確認を求められて了承したため，取引

の相手方がその委託内容に基づき製造等を行ったにもかかわらず，給付内
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容が委託内容と異なるとして取引の相手方にやり直しをさせること。 

③ あらかじめ定められた検査基準を恣意的に厳しくして，発注内容と異な

ること又は瑕疵があることを理由に，やり直しをさせること。 

④ 取引の相手方が仕様の明確化を求めたにもかかわらず，正当な理由なく

仕様を明確にしないまま，取引の相手方に継続して作業を行わせ，その後，

取引の相手方が商品を納入したところ，発注内容と異なることを理由に，

やり直しをさせること。 

 

ウ その他 

(ｱ) 前記第４の３(1)から(4)まで並びに第４の３(5)ア及びイの行為類型に

該当しない場合であっても，取引上の地位が優越している事業者が，一方的

に，取引の条件を設定し，若しくは変更し，又は取引を実施する場合に，当

該取引の相手方に正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることとな

るときは，優越的地位の濫用として問題となる。 

 

(ｲ) 次に掲げる想定例は，通常，これまでに述べた行為類型のいずれにも当

てはまらないものと考えられるが，独占禁止法第２条第９項第５号ハに該当

すれば，優越的地位の濫用として問題となる。 

 

＜想定例＞ 

① (略) 

② 特定の仕様を指示して部品の製造を発注し，これを受けて取引の相手方

が既に原材料等を調達しているにもかかわらず，自己の一方的な都合によ

り，当該取引の相手方が当該調達に要した費用を支払うことなく，部品の

発注を取り消すこと。 

③ 取引の相手方に対し，新たな機械設備の導入を指示し，当該機械設備の

導入後直ちに一定数量を発注することを説明して発注を確約し，当該取引

の相手方が当該機械設備の導入等の取引の実現に向けた行動を採ってい

るのを黙認していたにもかかわらず，自己の一方的な都合により，発注数

量を著しく減尐する又は発注を取り消すこと。 

④ 取引の相手方に対し，債務超過等業績が不振な会社の振り出した手形，

手形サイトが著しく長い手形等の支払期日までに一般の金融機関による

割引を受けることが困難な手形を交付し，通常よりも割高な割引料を負担

させること。 

⑤ (略) 

⑥ 取引の相手方が納期までに納品できなかった場合又は取引の相手方が

納入した商品に瑕疵があった場合に，当該取引の相手方に対して課すペナ
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ルティについて，その額や算出根拠等について当該取引の相手方と十分協

議することなく一方的に定め，納品されて販売していれば得られた利益相

当額又は当該瑕疵がなければ得られた利益相当額を超える額を負担させ

ること。 

 

(ｳ) (略) 
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「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（抄） 

（平成十二年法律第百四号） 

 

（分別解体等実施義務）  

第九条  特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資

材を使用する新築工事等であって、その規模が第三項又は第四項の建設工事の規模

に関する基準以上のもの（以下「対象建設工事」という。）の受注者（当該対象建設工事

の全部又は一部について下請契約が締結されている場合における各下請負人を含む。

以下「対象建設工事受注者」という。）又はこれを請負契約によらないで自ら施工する

者（以下単に「自主施工者」という。）は、正当な理由がある場合を除き、分別解体等を

しなければならない。  

２  前項の分別解体等は、特定建設資材廃棄物をその種類ごとに分別することを確保す

るための適切な施工方法に関する基準として主務省令で定める基準に従い、行わなけ

ればならない。  

３  建設工事の規模に関する基準は、政令で定める。  

４  都道府県は、当該都道府県の区域のうちに、特定建設資材廃棄物の再資源化等を

するための施設及び廃棄物の最終処分場における処理量の見込みその他の事情か

ら判断して前項の基準によっては当該区域において生じる特定建設資材廃棄物をその

再資源化等により減量することが十分でないと認められる区域があるときは、当該区

域について、条例で、同項の基準に代えて適用すべき建設工事の規模に関する基準

を定めることができる。  

 

（対象建設工事の請負契約に係る書面の記載事項）  

第十三条  対象建設工事の請負契約（当該対象建設工事の全部又は一部について下請

契約が締結されている場合における各下請契約を含む。以下この条において同じ。）

の当事者は、建設業法（昭和二十四年法律第百号）第十九条第一項に定めるもののほ

か、分別解体等の方法、解体工事に要する費用その他の主務省令で定める事項を書

面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。  

２  対象建設工事の請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に規定する事項に該

当するものを変更するときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印を

して相互に交付しなければならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%88%ea%81%5a%81%5a&REF_NAME=%8c%9a%90%dd%8b%c6%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%88%ea%81%5a%81%5a&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000
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３  対象建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令で

定めるところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、当該各項の規定による措置

に準ずるものとして主務省令で定めるものを講ずることができる。この場合において、

当該主務省令で定める措置を講じた者は、当該各項の規定による措置を講じたものと

みなす。  

 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令」（抄） 

（平成十二年政令第四百九十五号） 

 

（建設工事の規模に関する基準）  

第二条  法第九条第三項の建設工事の規模に関する基準は、次に掲げるとおりとする。  

一  建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に規定する建

築物をいう。以下同じ。）に係る解体工事については、当該建築物（当該解体工事に

係る部分に限る。）の床面積の合計が八十平方メートルであるもの  

二  建築物に係る新築又は増築の工事については、当該建築物（増築の工事にあって

は、当該工事に係る部分に限る。）の床面積の合計が五百平方メートルであるもの  

三  建築物に係る新築工事等（法第二条第三項第二号に規定する新築工事等をいう。

以下同じ。）であって前号に規定する新築又は増築の工事に該当しないものについて

は、その請負代金の額（法第九条第一項に規定する自主施工者が施工するものにつ

いては、これを請負人に施工させることとした場合における適正な請負代金相当額。

次号において同じ。）が一億円であるもの  

四  建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等については、その請負代金の

額が五百万円であるもの  

２  解体工事又は新築工事等を同一の者が二以上の契約に分割して請け負う場合におい

ては、これを一の契約で請け負ったものとみなして、前項に規定する基準を適用する。

ただし、正当な理由に基づいて契約を分割したときは、この限りでない。 

 

 

「特定建設資材に係る分別解体等に関する省令」（抄） 

（平成十四年三月五日国土交通省令第十七号） 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%81%5a%88%ea&REF_NAME=%8c%9a%92%7a%8a%ee%8f%80%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%81%5a%88%ea&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000002000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000
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（対象建設工事の請負契約に係る書面の記載事項）  

第四条  法第十三条第一項の主務省令で定める事項は、次のとおりとする。  

一  分別解体等の方法  

二  解体工事に要する費用  

三  再資源化等をするための施設の名称及び所在地  

四  再資源化等に要する費用  

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001300000000001000000000000000000
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公共工事標準請負契約約款 

 

昭和２５年２月２１日 

中央建設業審議会決定 

 

最終改正平成２２年７月２６日 

 

建 設 工 事 請 負 契 約 書 

 

一 工事名 

 

二 工事場所 

 

三 工期   自  平成   年   月   日 

          至  平成   年   月   日 

 

四 請負代金額 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額） 

 

五 契約保証金 

   注 第四条（Ｂ）を使用する場合には、「免除」と記入する。 

 

六 調停人 

   注  調停人を活用することが望ましいが、発注者及び受注者が調停人をあら

かじめ定めない場合は削除。 

 

（七 解体工事に要する費用等） 

   注  この工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平

成十二年法律第百四号)第九条第一項に規定する対象建設工事の場合は､(1)

解体工事に要する費用､(2)再資源化等に要する費用､(3)分別解体等の方法､

(4)再資源化等をする施設の名称及び所在地についてそれぞれ記入する。 

 

（八 住宅建設瑕疵担保責任保険） 

   注  特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成十九年

法律第六十六号）第二条第四項に規定する特定住宅瑕疵担保責任を履行す

るため、住宅建設瑕疵担保責任保険に加入する場合は、(1)保険法人の名称、

(2)保険金額、(3)保険期間についてそれぞれ記入する。なお、住宅建設瑕
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疵担保保証金の供託を行う場合は、受注者は、供託所の所在地及び名称、

共同請負の場合のそれぞれの建設瑕疵負担割合を記載した書面を発注者に

交付し、説明しなければならない。        

 

 上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づい

て、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行す

るものとする。 

 また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体

協定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。 

 本契約の証として本書 通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自一通

を保有する。 

 

平成   年   月   日 

 

  発 注 者  住 所 

         氏 名                  印 

 

  受 注 者  住 所 

         氏 名                  印 

 

   注  受注者が共同企業体を結成している場合においては、受注者の住所及び

氏名の欄には、共同企業体の名称並びに共同企業体の代表者及びその他の

構成員の住所及び氏名を記入する。 

 

 （総則） 

第一条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設

計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。

以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を

内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注

者に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施

工方法等」という。）については、この約款及び設計図書に特別の定めがある場合

を除き、受注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わな

ければならない。 
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６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に

特別の定めがある場合を除き、計量法（平成四年法律第五十一号）に定めるものと

する。 

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治二十九年法律

第八十九号）及び商法（明治三十二年法律第四十八号）の定めるところによるもの

とする。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄

裁判所とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づ

くすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者

に対して行ったこの契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に

対して行ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づ

くすべての行為について当該代表者を通じて行わなければならない。 

 

 （関連工事の調整） 

第二条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する

他の工事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につ

き、調整を行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、

当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 

 （請負代金内訳書及び工程表） 

第三条（Ａ) 受注者は、設計図書に基づいて請負代金内訳書（以下「内訳書」とい

う。）及び工程表を作成し、発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 内訳書及び工程表は、この約款の他の条項において定める場合を除き、発注者及

び受注者を拘束するものではない。 

   注  （Ａ）は、契約の内容に不確定要素の多い契約等に使用する。 

第三条（Ｂ) 受注者は、この契約締結後〇日以内に設計図書に基づいて、請負代金

内訳書（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければ

ならない。 

２ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

   注 発注者が内訳書を必要としない場合は、内訳書に関する部分を削除する。 

 

 （契約の保証） 

第四条（Ａ) 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保
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証を付さなければならない。ただし、第五号の場合においては、履行保証保険契約

の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。 

一 契約保証金の納付 

二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

三 この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又

は発注者が確実と認める金融機関等の保証 

四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

五 この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契

約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第四項において「保

証の額」という。）は、請負代金額の十分の〇以上としなければならない。 

３ 第一項の規定により、受注者が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したとき

は、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第四

号又は第五号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の十分の〇

に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証

の額の減額を請求することができる。 

   注  （Ａ）は、金銭的保証を必要とする場合に使用することとし、〇の部分

には、たとえば、一と記入する。 

第四条（Ｂ) 受注者は、この契約の締結と同時に、この契約による債務の履行を保

証する公共工事履行保証証券による保証（瑕疵担保特約を付したものに限る。）を

付さなければならない。 

２ 前項の場合において、保証金額は、請負代金額の十分の〇以上としなければなら

ない。 

３ 請負代金額の変更があった場合には、保証金額が変更後の請負代金額の十分の〇

に達するまで、発注者は、保証金額の増額を請求することができ、受注者は、保証

金額の減額を請求することができる。 

注  （Ｂ）は、役務的保証を必要とする場合に使用することとし、〇の部分

には、たとえば、三と記入する。 

 

 （権利義務の譲渡等） 

第五条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りで

ない。 

注  ただし書の適用については、たとえば、受注者が工事に係る請負代金債

権を担保として資金を借り入れようとする場合（受注者が、「下請セーフ

ティネット債務保証事業」（平成十一年一月二十八日建設省経振発第八号）
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又は「地域建設業経営強化融資制度」（平成二十年十月十七日国総建第百

九十七号、国総建整第百五十四号）により資金を借り入れようとする等の

場合）が該当する。 

２ 受注者は、工事目的物並びに工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第

十三条第二項の規定による検査に合格したもの及び第三十七条第三項の規定によ

る部分払のための確認を受けたものを第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他

の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

 

 （一括委任又は一括下請負の禁止） 

第六条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してそ

の機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせては

ならない。 

注  公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成十二年法律

第百二十七号）の適用を受けない発注者が建設業法施行令（昭和三十一年

政令第二百七十三号）第六条の三に規定する工事以外の工事を発注する場

合においては、「ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この

限りではない。」とのただし書を追記することができる。 

 

 （下請負人の通知） 

第七条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通

知を請求することができる。 

 

 （特許権等の使用） 

第八条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づ

き保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事

材料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければ

ならない。ただし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、

設計図書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知ら

なかったときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

 

 （監督員） 

第九条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければなら

ない。監督員を変更したときも同様とする。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく発注者の権限

とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書
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に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾

又は協議 

二 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が

作成した詳細図等の承諾 

三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の

試験若しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、二名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそ

れぞれの監督員の有する権限の内容を、監督員にこの約款に基づく発注者の権限の

一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなけれ

ばならない。 

４ 第二項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わな

ければならない。 

５ 発注者が監督員を置いたときは、この約款に定める請求、通知、報告、申出、承

諾及び解除については、設計図書に定めるものを除き、監督員を経由して行うもの

とする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注者に到達したもの

とみなす。 

６ 発注者が監督員を置かないときは、この約款に定める監督員の権限は、発注者に

帰属する。 

 

 （現場代理人及び主任技術者等） 

第十条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定め

るところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。

これらの者を変更したときも同様とする。 

一 現場代理人 

二 （Ａ）［ ］主任技術者 

  （Ｂ）［ ］監理技術者 

三 専門技術者（建設業法(昭和二十四年法律第百号)第二十六条の二に規定する技

術者をいう。以下同じ。） 

注  （Ｂ）は、建設業法第二十六条第二項の規定に該当する場合に、（Ａ）

は、それ以外の場合に使用する。 

   ［ ］の部分には、同法第二十六条第三項の工事の場合に「専任の」の

字句を記入する。 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを

行うほか、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領、第十二条第一項の請求の

受理、同条第三項の決定及び通知並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契

約に基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 
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３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締

り及び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた

場合には、現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることが

できる。 

４ 受注者は、第二項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委

任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発

注者に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、主任技術者（監理技術者）及び専門技術者は、これを兼ねることが

できる。 

 

 （履行報告） 

第十一条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注

者に報告しなければならない。 

 

 （工事関係者に関する措置請求） 

第十二条 発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者（監理技術者）又は専門技

術者と兼任する現場代理人にあっては、それらの者の職務を含む。）の執行につき

著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面によ

り、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

２ 発注者又は監督員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの者と現

場代理人を兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施工するために使用してい

る下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるもの

があるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をと

るべきことを請求することができる。 

３ 受注者は、前二項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項につい

て決定し、その結果を請求を受けた日から十日以内に発注者に通知しなければなら

ない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発

注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求

することができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について

決定し、その結果を請求を受けた日から十日以内に受注者に通知しなければならな

い。 

 

 （工事材料の品質及び検査等） 

第十三条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書に

その品質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。 
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２ 受注者は、設計図書において監督員の検査（確認を含む。以下この条において同

じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格

したものを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費

用は、受注者の負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から〇日

以内に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場

外に搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第二項の検査の結果不合格と決定された工

事材料については、当該決定を受けた日から〇日以内に工事現場外に搬出しなけれ

ばならない。 

 

 （監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

第十四条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合につい

て見本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調

合し、又は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定された工事

については、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前二項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書に

おいて見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又

は工事の施工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写

真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から〇日

以内に提出しなければならない。 

４ 監督員は、受注者から第一項又は第二項の立会い又は見本検査を請求されたとき

は、当該請求を受けた日から〇日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に〇日以内に応じな

いため、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督員に通知した上、当

該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を

施工することができる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当

該工事の施工を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監

督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から〇日以内に提出しなければな

らない。 

６ 第一項、第三項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等

の記録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

 

 （支給材料及び貸与品） 

第十五条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及び貸
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与する建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規格又は性

能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発

注者の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場

合において、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設計

図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を

直ちに発注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から〇日以

内に、発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に

第二項の検査により発見することが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当で

ないと認めたときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、受注者から第二項後段又は前項の規定による通知を受けた場合におい

て、必要があると認められるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支

給材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質若

しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料

若しくは貸与品の使用を受注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与

品の品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更すること

ができる。 

７ 発注者は、前二項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは

請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけ

ればならない。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければな

らない。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によ

って不用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又は

その返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しく

は原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないとき

は、監督員の指示に従わなければならない。 

 

 （工事用地の確保等） 

第十六条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要

な用地（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設

計図書に特別の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければなら
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ない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければ

ならない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合におい

て、当該工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物

その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、

受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、

発注者に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去

せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注

者に代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことが

できる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付け

について異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片

付けに要した費用を負担しなければならない。 

５ 第三項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受

注者の意見を聴いて定める。 

 

 （設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第十七条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員

がその改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合におい

て、当該不適合が監督員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によ

るときは、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変

更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督員は、受注者が第十三条第二項又は第十四条第一項から第三項までの規定に

違反した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊し

て検査することができる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認め

られる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当

の理由を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することがで

きる。 

４ 前二項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

 

 （条件変更等） 

第十八条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発

見したときは、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならな

い。 

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと
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（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

三 設計図書の表示が明確でないこと。 

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自

然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別

な状態が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事

実を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。

ただし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことが

できる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指

示する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後〇日以

内に、その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知で

きないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該

期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第一項の事実が確認された場合において、必要がある

と認められるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を

行わなければならない。 

一 第一項第一号から第三号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要が

あるもの 発注者が行う。 

二 第一項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変

更を伴うもの 発注者が行う。 

三 第一項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変

更を伴わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、

必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損

害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （設計図書の変更） 

第十九条 発注者は、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注者に通

知して、設計図書を変更することができる。この場合において、発注者は、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及

ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （工事の中止） 

第二十条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雤、洪水、高潮、地震、
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地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災

等」という。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物

等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工でき

ないと認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、

工事の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容

を受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前二項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要

があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の

続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費

用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損

害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （受注者の請求による工期の延長） 

第二十一条 受注者は、天候の不良、第二条の規定に基づく関連工事の調整への協力

その他受注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成するこ

とができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を

請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められ

るときは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の

責めに帰すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる

変更を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

 

 （発注者の請求による工期の短縮等） 

第二十二条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の

短縮変更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特

別の理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない

工期への変更を請求することができる。 

３ 発注者は、前二項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を

変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

 

 （工期の変更方法） 

第二十三条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から〇日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通
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知する。 

注  〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう

留意して数字を記入する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に

通知するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第二十一条の

場合にあっては発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者

が工期変更の請求を受けた日）から〇日以内に協議開始の日を通知しない場合に

は、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

注  〇の部分には、工期を勘案してできる限り早急に通知を行うよう留意し

て数字を記入する。 

 

 （請負代金額の変更方法等） 

第二十四条（Ａ) 請負代金額の変更については、数量の増減が内訳書記載の数量の

百分の〇を超える場合、施工条件が異なる場合、内訳書に記載のない項目が生じた

場合若しくは内訳書によることが不適当な場合で特別な理由がないとき又は内訳

書が未だ承認を受けていない場合にあっては変更時の価格を基礎として発注者と

受注者とが協議して定め、その他の場合にあっては内訳書記載の単価を基礎として

定める。ただし、協議開始の日から〇日以内に協議が整わない場合には、発注者が

定め、受注者に通知する。 

注  （Ａ）は、第三条（Ａ）を使用する場合に使用する。 

   「百分の〇」の〇の部分には、たとえば、二十と記入する。「〇日」の

〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう留

意して数字を記入する。 

 

第二十四条（Ｂ） 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定め

る。ただし、協議開始の日から〇日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、

受注者に通知する。 

注  （Ｂ）は、第三条（Ｂ）を使用する場合に使用する。 

   〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう

留意して数字を記入する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に

通知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から〇日以内に協

議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知

することができる。 

注  〇の部分には、工期を勘案してできる限り早急に通知を行うよう留意し

て数字を記入する。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場



65 

 

合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定

める。 

 

 （賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第二十五条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から十二月を経過した

後に日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当と

なったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができ

る。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金

額（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額を

いう。以下この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価

を基礎として算出した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条におい

て同じ。）との差額のうち変動前残工事代金額の千分の十五を超える額につき、請

負代金額の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、（内

訳書及び） 

（Ａ） ［    ］に基づき発注者と受注者とが協議して定める。 

（Ｂ） 物価指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。 

ただし、協議開始の日から〇日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が

定め、受注者に通知する。 

注  （内訳書及び）の部分は、第三条（Ｂ）を使用する場合には削除する。 

   （Ａ）は、変動前残工事代金額の算定の基準とすべき資料につき、あら

かじめ、発注者及び受注者が具体的に定め得る場合に使用する。 

   ［ ］の部分には、この場合に当該資料の名称（たとえば、国又は国に

準ずる機関が作成して定期的に公表する資料の名称）を記入する。 

   〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう

留意して数字を記入する。 

４ 第一項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再

度行うことができる。この場合において、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、

「直前のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変

動を生じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規

定によるほか、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なイ

ンフレーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったと

きは、発注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求

することができる。 
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７ 前二項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協

議して定める。ただし、協議開始の日から〇日以内に協議が整わない場合にあって

は、発注者が定め、受注者に通知する。 

注  〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう

留意して数字を記入する。 

８ 第三項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定

め、受注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第一項、第五項又は第六

項の請求を行った日又は受けた日から〇日以内に協議開始の日を通知しない場合

には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

注  〇の部分には、工期を勘案してできる限り早急に通知を行うよう留意し 

て数字を記入する。 

 

 （臨機の措置） 

第二十六条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置を

とらなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、

あらかじめ監督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情

があるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知

しなければならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者

に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第一項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措

置に要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当で

ないと認められる部分については、発注者が負担する。 

 

 （一般的損害） 

第二十七条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害

その他工事の施工に関して生じた損害（次条第一項若しくは第二項又は第二十九条

第一項に規定する損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただ

し、その損害（第五十一条第一項の規定により付された保険等によりてん補された

部分を除く。）のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、

発注者が負担する。 

 

 （第三者に及ぼした損害） 

第二十八条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害

を賠償しなければならない。ただし、その損害（第五十一条第一項の規定により付

された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち
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発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振

動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注

者がその損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につ

き受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受

注者が負担する。 

３ 前二項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合にお

いては、発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

 （不可抗力による損害） 

第二十九条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっ

ては、当該基準を超えるものに限る。）発注者と受注者のいずれの責めにも帰すこ

とができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的

物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じ

たときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければ

ならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損

害（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第五十一条第

一項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条にお

いて「損害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければなら

ない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の

負担を発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったと

きは、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若し

くは建設機械器具であって第十三条第二項、第十四条第一項若しくは第二項又は第

三十七条第三項の規定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等によ

り確認することができるものに係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する

費用の額の合計額（第六項において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の

百分の一を超える額を負担しなければならない。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところに

より、（内訳書に基づき）算定する。 

注  （内訳書に基づき）の部分は、第三条（Ｂ）を使用する場合には、削除 

   する。 

一 工事目的物に関する損害 

  損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合には

その評価額を差し引いた額とする。 
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二 工事材料に関する損害 

  損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額と

し、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

三 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

  損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、

当該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における

工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりそ

の機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より尐額であるもの

については、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第二次以降の

不可抗力による損害合計額の負担については、第四項中「当該損害の額」とあるの

は「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損

害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の百分の一を超える額」

とあるのは「請負代金額の百分の一を超える額から既に負担した額を差し引いた

額」として同項を適用する。 

 

 （請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第三十条 発注者は、第八条、第十五条、第十七条から第二十二条まで、第二十五条

から第二十七条まで、前条又は第三十三条の規定により請負代金額を増額すべき場

合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増

額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合

において、設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から〇日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通

知する。 

注  〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう

留意して数字を記入する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に

通知しなければならない。ただし、発注者が請負代金額を増額すべき事由又は費用

を負担すべき事由が生じた日から〇日以内に協議開始の日を通知しない場合には、

受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

注  〇の部分には、工期を勘案してできる限り早急に通知を行うよう留意し

て数字を記入する。 

 

 （検査及び引渡し） 

第三十一条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければな

らない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から十四日以
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内に受注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認する

ための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場

合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知

して、工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者は、第二項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物

の引渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならな

い。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請

負代金の支払いの完了と同時に行うことを請求することができる。この場合におい

ては、受注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第二項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検

査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみな

して前五項の規定を適用する。 

 

 （請負代金の支払い） 

第三十二条 受注者は、前条第二項（同条第六項後段の規定により適用される場合を

含む。第三項において同じ。）の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求

することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から四十日以

内に請負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第二項の期間内に検査をしないと

きは、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以

下この項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場

合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日

数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

 

 （部分使用） 

第三十三条 発注者は、第三十一条第四項又は第五項の規定による引渡し前において

も、工事目的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって

使用しなければならない。 

３ 発注者は、第一項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによっ

て受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （前金払及び中間前金払） 

第三十四条（Ａ） 受注者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和二十七
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年法律第百八十四号）第二条第四項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」

という。）と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする同条第五項に規定す

る保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託

して、請負代金額の十分の〇以内の前払金の支払いを発注者に請求することができ

る。 

注  受注者の資金需要に適切に対応する観点から、（Ａ）の使用を推奨する。 

   ○の部分には、たとえば、四と記入する。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から十四日以

内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第一項の規定による前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間

前払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額

の十分の○以内の中間前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

注  〇の部分には、たとえば、二と記入する。 

４ 第二項の規定は、前項の場合について準用する。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代

金額の十分の○（第三項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは十分

の○）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払いを受けているときは、中間前

払金額を含む。次項及び次条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲

内で前払金（中間前払金の支払いを受けているときは、中間前払金を含む。以下こ

の条から第三十六条までにおいて同じ。）の支払いを請求することができる。この

場合においては、第二項の規定を準用する。 

注  ○の部分には、たとえば、四（括弧書きの○の部分には、たとえば、六）

と記入する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が

減額後の請負代金額の十分の○（第三項の規定により中間前払金の支払いを受けて

いるときは十分の○）を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日から

三十日以内にその超過額を返還しなければならない。 

注  ○の部分には、たとえば、五（括弧書きの○の部分には、たとえば、六）

と記入する。 

７ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて、著

しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超

過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から○日以内に協議が整わない

場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

注  〇の部分には、三十未満の数字を記入する。 

８ 発注者は、受注者が第六項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返

還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その

日数に応じ、年○パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求するこ



71 

 

とができる。 

注  〇の部分には、たとえば、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第八

条の規定により財務大臣が定める率を記入する。 

第三十四条（Ｂ） 受注者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和二十七

年法律第百八十四号）第二条第四項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」

という。）と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする同条第五項に規定す

る保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託

して、請負代金額の十分の〇以内の前払金の支払いを発注者に請求することができ

る。 

注  〇の部分には、たとえば、四と記入する。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から十四日以

内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の

請負代金額の十分の〇から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する

額の範囲内で前払金の支払いを請求することができる。この場合において

は、前項の規定を準用する。 

注  ○の部分には、たとえば、四と記入する。 

４ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払

金額が減額後の請負代金額の十分の〇を超えるときは、受注者は、請負代額

が減額された日から三十日以内にその超過額を返還しなければならない。 

注  ○の部分には、たとえば、五と記入する。 

５ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著し

く不適当であると認められるときは、発注者と受注者が協議して返還すべき超過額

を定める。ただし、請負代金額が減額された日から〇日以内に協議が整わない場合

には、発注者が定め、受注者に通知する。 

注  〇の部分には、三十未満の数字を記入する。 

６ 発注者は、受注者が第四項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返

還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その

日数に応じ、年〇パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求するこ

とができる。 

注  〇の部分には、たとえば、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第八

条の規定により財務大臣が定める率を記入する。 

 

 （保証契約の変更） 

第三十五条 受注者は、前条第○項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに

前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保

証証書を発注者に寄託しなければならない。 
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注  〇の部分には、第三十四条（Ａ）を使用する場合は五と、第三十四条（Ｂ）

を使用する場合は三と記入する。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保

証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければなら

ない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に

代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

注  第三項は、発注者が保証事業会社に対する工期変更の通知を受注者に代

理させる場合に使用する。 

 

 （前払金の使用等） 

第三十六条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機

械購入費（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支

払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必

要な経費以外の支払いに充当してはならない。 

 

 （部分払） 

第三十七条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工

事材料［及び製造工場等にある工場製品］（第十三条第二項の規定により監督員の

検査を要するものにあっては当該検査に合格したもの、監督員の検査を要しないも

のにあっては設計図書で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応

する請負代金相当額の十分の〇以内の額について、次項から第七項までに定めると

ころにより部分払を請求することができる。ただし、この請求は、工期中〇回を超

えることができない。 

注  部分払の対象とすべき工場製品がないときは、［ ］の部分を削除する。 

   「十分の〇」の〇の部分には、たとえば、九と記入する。「〇回」の〇

の部分には、工期及び請負代金額を勘案して妥当と認められる数字を記入

する。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来

形部分又は工事現場に搬入済みの工事材料［若しくは製造工場等にある工場製品］

の確認を発注者に請求しなければならない。 

注  部分払の対象とすべき工場製品がないときは、［ ］の部分を削除する。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から十四日以内に、受注者

の立会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行

い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注

者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分

を最小限度破壊して検査することができる。 
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４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第三項の規定による確認があったときは、部分払を請求することがで

きる。この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から十四日以内に部分

払金を支払わなければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第一項の請負代金相

当額は、 

(Ａ) 内訳書が承認を受けている場合には、内訳書により定め、その他の場合には、

発注者と受注者とが協議して定める。 

(Ｂ) 発注者と受注者とが協議して定める。 

ただし、発注者が前項の請求を受けた日から〇日以内に協議が整わない場合には、

発注者が定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第一項の請負代金相当額×（〇／ 10－前払金額／請負代金額） 

注  （Ａ）は第三条（Ａ）を使用する場合に、（Ｂ）は第三条（Ｂ）を使用

する場合に使用する。 

   「〇日」の〇の部分には、十四未満の数字を記入する。「〇／十」の〇

の部分には、第一項の「十分の〇」の〇の部分と同じ数字を記入する。 

７ 第五項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合

においては、第一項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額か

ら既に部分払の対象となった請負代金相当額を控除した額」とするものとする。 

 

 （部分引渡し） 

第三十八条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって

引渡しを受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合

において、当該指定部分の工事が完了したときについては、第三十一条中「工事」

とあるのは「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係

る工事目的物」と、同条第五項及び第三十二条中「請負代金」とあるのは「部分引

渡しに係る請負代金」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第三十二条第一項の規定により請求することがで

きる部分引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、

指定部分に相応する請負代金の額は、 

(Ａ) 内訳書が承認を受けている場合には、内訳書により定め、その他の場合には、

発注者と受注者とが協議して定める。 

(Ｂ) 発注者と受注者とが協議して定める。 

ただし、発注者が前項の規定により準用される第三十二条第一項の請求を受けた日

から〇日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額 

×（1－前払金額／請負代金額） 
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注  （Ａ）は第三条（Ａ）を使用する場合に、（Ｂ）は第三条（Ｂ）を使用

する場合に使用する。 

   〇の部分には、工期及び請負代金額を勘案して十分な協議が行えるよう

留意して数字を記入する。 

 

 （債務負担行為に係る契約の特則） 

第三十九条 債務負担行為に係る契約において、各会計年度における請負代金の支払

いの限度額（以下「支払限度額」という。）は、次のとおりとする。 

          年 度          円 

          年 度          円 

          年 度          円 

２ 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。 

          年 度          円 

          年 度          円 

          年 度          円 

３ 発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、第一項の支払限度額及び前

項の出来高予定額を変更することができる。 

 

 （債務負担行為に係る契約の前金払[及び中間前金払]の特則） 

第四十条 債務負担行為に係る契約の前金払[及び中間前金払]については、第三十四

条中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約書記載の工事完成の時期（最

終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）」と、同条及び第三十五

条中「請負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末にお

ける第三十七条第一項の請負代金相当額（以下この条及び次条において「請負代金

相当額」という。）が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該

会計年度の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除した額）」と読み替えて、

これらの規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年度（以下「契約会計

年度」という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる

時期以前に前払金[及び中間前払金]の支払いを請求することはできない。 

２ 前項の場合において契約会計年度について前払金[及び中間前払金]を支払わな

い旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用される第三十四

条第一項[及び第三項]の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度について前払

金[及び中間前払金]の支払いを請求することができない。 

３ 第一項の場合において、契約会計年度に翌会計年度分の前払金[及び中間前払金]

を含めて支払う旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用さ

れる第三十四条第一項の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度

に支払うべき前払金相当分[及び中間前払金相当分]（    円以内）を含めて前
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払金[及び中間前払金]の支払いを請求することができる。 

４ 第一項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度まで

の出来高予定額に達しないときには、同項の規定により準用される第三十四条第一

項の規定にかかわらず、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定

額に達するまで当該会計年度の前払金[及び中間前払金]の支払いを請求すること

ができない。 

５ 第一項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度まで

の出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達するまで前払

金[及び中間前払金]の保証期限を延長するものとする。この場合においては、第三

十五条第三項の規定を準用する。 

注  [ ]の部分は、第三十四条（Ｂ）を使用する場合には削除する。   

 

 （債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

第四十一条 債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当

額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計

年度の当初に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求

することができる。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、

予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払いを請求することはできない。 

２ この契約において、前払金[及び中間前払金]の支払いを受けている場合の部分払

金の額については、第三十七条第六項及び第七項の規定にかかわらず、次の式によ

り算定する。 

注  [ ]の部分は、第三十四条（Ｂ）を使用する場合には削除する。   

(ａ) 部分払金の額≦請負代金相当額×〇／ 10 －前会計年度までの支払金額－

（請負代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当該会計年度前払

金額＋当該会計年度の中間前払金額）／当該会計年度の出来高予定額 

注  （ａ）は、中間前払金を選択した場合に使用する。 

   〇の部分には、第三十七条第一項の「十分の〇」の〇の部分と同じ数字

を記入する。 

(ｂ) 部分払金の額≦請負代金相当額×〇／ 10 －（前会計年度までの支払金額＋

当該会計年度の部分払金額）－｛請負代金相当額－（前会計年度までの出来

高予定額＋出来高超過額）｝×当該会計年度前払金額／当該会計年度の出来

高予定額 

注  〇の部分には、第三十七条第一項の「十分の〇」の〇の部分と同じ数字

を記入する。 

３ 各会計年度において、部分払を請求できる回数は、次のとおりとする。 

          年 度          回 

          年 度          回 
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          年 度          回 

 

 （第三者による代理受領） 

第四十二条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、

第三者を代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注

者の提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされ

ているときは、当該第三者に対して第三十二条（第三十八条において準用する場合

を含む。）又は第三十七条の規定に基づく支払いをしなければならない。 

 

 （前払金等の不払に対する工事中止） 

第四十三条 受注者は、発注者が第三十四条、第三十七条又は第三十八条において準

用される第三十二条の規定に基づく支払いを遅延し、相当の期間を定めてその支払

いを請求したにもかかわらず支払いをしないときは、工事の全部又は一部の施工を

一時中止することができる。この場合においては、受注者は、その理由を明示した

書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要

があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の

続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費

用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損

害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （瑕疵担保） 

第四十四条（Ａ） 発注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、受注者に対して相当

の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損

害の賠償を請求することができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補

に過分の費用を要するときは、発注者は、修補を請求することができない。 

注  （Ａ）は、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八

十一号）第九十四条第一項に規定する住宅新築請負契約の場合に使用する

こととする。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第三十一条第四項又は第五

項（第三十八条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡

しを受けた日から〇年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が受注者の

故意又は重大な過失により生じた場合には、請求を行うことのできる期間は〇年と

する。 

注  本文の〇の部分には、原則として、木造の建物等の建設工事の場合には

一を、コンクリート造等の建物等又は土木工作物等の建設工事の場合には
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二を、設備工事等の場合には一を記入する。ただし書の〇の部分には、た

とえば、十と記入する。 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第一項の

規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は

損害賠償の請求をすることはできない。ただし、受注者がその瑕疵があることを知

っていたときは、この限りでない。 

４ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）

第九十四条第一項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち

住宅の品質確保の促進等に関する法律施行令（平成十二年政令第六十四号）第五条

に定める部分の瑕疵（構造耐力又は雤水の浸入に影響のないものを除く。）につい

て修補又は損害賠償の請求を行うことのできる期間は、十年とする。 

５ 発注者は、工事目的物が第一項の瑕疵により滅失又はき損したときは、第二項又

は前項に定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から六月以内に第一項の権

利を行使しなければならない。 

６ 第一項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員

の指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者がその材料又は

指図の不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでな

い。 

第四十四条（Ｂ） 発注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、受注者に対して相当

の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損

害の賠償を請求することができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補

に過分の費用を要するときは、発注者は、修補を請求することができない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第三十一条第四項又は第五

項（第三十八条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡

しを受けた日から〇年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が受注者の

故意又は重大な過失により生じた場合には、請求を行うことのできる期間は〇年と

する。 

注  本文の〇の部分には、原則として、木造の建物等の建設工事の場合には

一を、コンクリート造等の建物等又は土木工作物等の建設工事の場合には

二を、設備工事等の場合には一を記入する。ただし書の〇の部分には、た

とえば、十と記入する。 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第一項の

規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は

損害賠償の請求をすることはできない。ただし、受注者がその瑕疵があることを知

っていたときは、この限りでない。 

４ 発注者は、工事目的物が第一項の瑕疵により滅失又はき損したときは、第二項に

定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から六月以内に第一項の権利を行使
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しなければならない。 

５ 第一項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員

の指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者がその材料又は

指図の不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでな

い。 

 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第四十五条 受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することがで

きない場合においては、発注者は、損害金の支払いを受注者に請求することができ

る。 

２（Ａ) 前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分に相応する請負代金額を

控除した額につき、遅延日数に応じ、年〇パーセントの割合で計算した額とする。 

注  〇の部分には、たとえば、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第八

条の規定により財務大臣が定める率を記入する。 

２（Ｂ) 前項の損害金の額は、請負代金額から部分引渡しを受けた部分に相応する

請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年〇パーセントの割合で計算し

た額とする。 

注  （Ｂ）は、発注者が工事の遅延による著しい損害を受けることがあらか 

  じめ予想される場合に使用する。 

   ○の部分には、たとえば、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第八

条の規定により財務大臣が定める率を記入する。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第三十二条第二項（第三十八条において準

用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払いが遅れた場合においては、受

注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年〇パーセントの割合で計算した額

の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

注  〇の部分には、たとえば、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第八

条の規定により財務大臣が定める率を記入する。 

 

 （公共工事履行保証証券による保証の請求） 

第四十六条 第四条第一項の規定によりこの契約による債務の履行を保証する公共

工事履行保証証券による保証が付された場合において、受注者が次条第一項各号の

いずれかに該当するときは、発注者は、当該公共工事履行保証証券の規定に基づき、

保証人に対して、他の建設業者を選定し、工事を完成させるよう請求することがで

きる。 

２ 受注者は、前項の規定により保証人が選定し発注者が適当と認めた建設業者（以

下この条において「代替履行業者」という。）から発注者に対して、この契約に基

づく次の各号に定める受注者の権利及び義務を承継する旨の通知が行われた場合
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には、代替履行業者に対して当該権利及び義務を承継させる。 

一 請負代金債権（前払金[若しくは中間前払金]、部分払金又は部分引渡しに係る

請負代金として受注者に既に支払われたものを除く。） 

二 工事完成債務 

三 瑕疵担保債務（受注者が施工した出来形部分の瑕疵に係るものを除く。） 

四 解除権 

五 その他この契約に係る一切の権利及び義務（第二十八条の規定により受注者が

施工した工事に関して生じた第三者への損害賠償債務を除く。） 

注  [ ]の部分は、第三十四条（Ｂ）を使用する場合には削除する。 

３ 発注者は、前項の通知を代替履行業者から受けた場合には、代替履行業者が同項

各号に規定する受注者の権利及び義務を承継することを承諾する。 

４ 第一項の規定による発注者の請求があった場合において、当該公共工事履行保証

証券の規定に基づき、保証人から保証金が支払われたときには、この契約に基づい

て発注者に対して受注者が負担する損害賠償債務その他の費用の負担に係る債務

（当該保証金の支払われた後に生じる違約金等を含む。）は、当該保証金の額を限

度として、消滅する。 

 

 （発注者の解除権） 

第四十七条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を

解除することができる。 

一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当

の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

三 第十条第一項第二号に掲げる者を設置しなかったとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を

達することができないと認められるとき。 

五 第四十九条第一項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

六 受注者（受注者が共同企業体であるときは､その構成員のいずれかの者。以下

この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合に

はその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所

の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力

団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第二号に規

定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 
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ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が

イからホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結し

たと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（へに該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従

わなかったとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代金額

の十分の○に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなけれ

ばならない。 

注  〇の部分には、たとえば、一と記入する。 

３ 第一項第一号から第五号までの規定により、この契約が解除された場合におい

て、第四条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われて

いるときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金に充当する

ことができる。 

注  第三項は、第四条（Ａ）を使用する場合に使用する。 

 

第四十八条 発注者は、工事が完成するまでの間は、前条第一項の規定によるほか、

必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

 （受注者の解除権） 

第四十九条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 

一 第十九条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が三分の二以上減

尐したとき。 

二 第二十条の規定による工事の施工の中止期間が工期の十分の〇（工期の十分の

〇が〇月を超えるときは、〇月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみ
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の場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後〇月を経過しても、な

おその中止が解除されないとき。 

三 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となっ

たとき。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるとき

は、その損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

 （解除に伴う措置） 

第五十条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、

当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受けるも

のとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請

負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要が

あると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破

壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第一項の場合において、第三十四条（第四十条において準用する場合を含む。）

の規定による前払金[又は中間前払金]があったときは、当該前払金の額[及び中間

前払金の額]（第三十七条及び第四十一条の規定による部分払をしているときは、

その部分払において償却した前払金[及び中間前払金]の額を控除した額）を同項前

段の出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済み

の前払金額[及び中間前払金額]になお余剰があるときは、受注者は、解除が第四十

七条の規定によるときにあっては、その余剰額に前払金[又は中間前払金]の支払い

の日から返還の日までの日数に応じ年〇パーセントの割合で計算した額の利息を

付した額を、解除が前二条の規定によるときにあっては、その余剰額を発注者に返

還しなければならない。 

注  [ ]の部分は、第三十四条（Ｂ）を使用する場合には削除する。 

   〇の部分には、たとえば、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第八

条の規定により財務大臣が定める率を記入する。 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第一項

の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還し

なければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失

により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に

使用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代

えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与

品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の

故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して
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返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は

管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理

するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するととも

に、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去

せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注

者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことが

できる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付け

について異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片

付けに要した費用を負担しなければならない。 

８ 第四項前段及び第五項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等につ

いては、この契約の解除が第四十七条の規定によるときは発注者が定め、前二条の

規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第四項後段、第

五項後段及び第六項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、

発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

 

 （火災保険等） 

第五十一条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条にお

いて同じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の

保険（これに準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければなら

ない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代

わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第一項の規定による保険以外の保険に付

したときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

 （あっせん又は調停） 

第五十二条（Ａ) この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるも

のにつき協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場

合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者

及び受注者は、契約書記載の調停人のあっせん又は調停によりその解決を図る。こ

の場合において、紛争の処理に要する費用については、発注者と受注者とが協議し

て特別の定めをしたものを除き、発注者と受注者とがそれぞれ負担する。 

２ 発注者及び受注者は、前項の調停人があっせん又は調停を打ち切ったときは、建

設業法による［ ］建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又

は調停によりその解決を図る。 
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注  ［ ］の部分には、「中央」の字句又は都道府県の名称を記入する。 

３ 第一項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、主任技術者

（監理技術者）、専門技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下

請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督員の職務の執行に関

する紛争については、第十二条第三項の規定により受注者が決定を行った後若しく

は同条第五項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が

決定を行わずに同条第三項若しくは第五項の期間が経過した後でなければ、発注者

及び受注者は、第一項のあっせん又は調停を請求することができない。 

４ 発注者又は受注者は、申し出により、この約款の各条項の規定により行う発注者

と受注者との間の協議に第一項の調停人を立ち会わせ、当該協議が円滑に整うよう

必要な助言又は意見を求めることができる。この場合における必要な費用の負担に

ついては、同項後段の規定を準用する。 

５ 前項の規定により調停人の立会いのもとで行われた協議が整わなかったときに

発注者が定めたものに受注者が不服がある場合で、発注者又は受注者の一方又は双

方が第一項の調停人のあっせん又は調停により紛争を解決する見込がないと認め

たときは、同項の規定にかかわらず、発注者及び受注者は、審査会のあっせん又は

調停によりその解決を図る。 

注  第四項及び第五項は、調停人を協議に参加させない場合には、削除する。 

第五十二条（Ｂ) この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるも

のにつき協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場

合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者

及び受注者は、建設業法による［ ］建設工事紛争審査会（以下次条において「審

査会」という。）のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

注  （Ｂ）は、あらかじめ調停人を選任せず、建設業法による建設工事紛争

審査会により紛争の解決を図る場合に使用する。 

   ［ ］の部分には、「中央」の字句又は都道府県の名称を記入する。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、主任技術者（監

理技術者）、専門技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下請負

人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督員の職務の執行に関する

紛争については、第十二条第三項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同

条第五項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定

を行わずに同条第三項若しくは第五項の期間が経過した後でなければ、発注者及び

受注者は、前項のあっせん又は調停を請求することができない。 

 

 （仲裁） 

第五十三条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の［調停人又は］審査会

のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規
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定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服す

る。 

注  ［ ］の部分は、第五十二条（Ｂ）を使用する場合には削除する。 

 

 （情報通信の技術を利用する方法） 

第五十四条 この約款において書面により行わなければならないこととされている

請求、通知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反し

ない限りにおいて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法を用いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるも

のでなければならない。 

 

 （補則） 

第五十五条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者と

が協議して定める。 
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民間工事標準請負契約約款（甲） 

 

平成２２年７月２６日 

中央建設業審議会決定 

 

 

［注］この約款（甲）は、民間の比較的大きな工事を発注する者（常時工事を発注す

る者は、「公共工事標準請負契約約款」（昭和二十五年二月二十一日中央建設

業審議会決定）による）と建設業者との請負契約についての標準約款である。 

 

民 間 建 設 工 事 請 負 契 約 書 

 

発注者             と 

 

受注者             とは 

 

この契約書、民間建設工事標準請負契約約款（甲）（平成二十二年七月二十六

日中央建設業審議会決定）と、設計図書（設計図  枚、仕様書  冊、現場説

明書  枚、質問回答書  枚）とによって、工事請負契約を締結する。 

 

一、工事名 

 

二、工事場所 

 

三、工 期   着手    平成  年  月  日 

           完成   平成  年  月  日 

           引渡   平成  年  月  日 

 

四、請負代金額 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税額     ） 

注  （  ）の部分は、受注者が課税業者である場合に使用する。 

 

五、支 払 方 法   発注者は請負代金を次のように受注者          に

支払う。 

    この契約成立のとき 

    部分払（○月ごとに出来高に相当する額（ただし、既支払額を控除する。）） 

    支払請求締切日 
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    完成引渡のとき 

注  ○の部分には、たとえば、二、三等と記入する。 

 

六、調停人 

注  発注者及び受注者が調停人を定めない場合には、削除する。 

 

七、その他 

注  特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成十九年法律第

六十六号）第二条第四項に規定する特定住宅瑕疵担保責任の履行を確保す

るため、同条第五項に規定する住宅建設瑕疵担保責任保険契約を締結する

場合には、(1)保険法人の名称、(2)保険金額、(3)保険期間をそれぞれ記入

する。なお、住宅建設瑕疵担保保証金の供託を行う場合は、受注者は、供

託所の所在地及び名称、共同請負の場合のそれぞれの建設瑕疵負担割合を

記載した書面を発注者に交付し、説明しなければならない。その他建設業

法（昭和二十四年法律第百号）第十九条第一項第十二号に掲げる事項があ

るときは、その内容を記入する。 

   この工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成十二

年法律第百四号)第九条第一項に規定する対象建設工事の場合は､(1)解体

工事に要する費用､(2)再資源化等に要する費用､(3)分別解体等の方法､(4)

再資源化等をする施設の名称及び所在地についてそれぞれ記入する。 

部分使用の有無、部分引渡しの有無、仲裁合意の有無について、必要に

応じて記入する。 

 

この契約の証として本書二通を作り、発注者及び受注者並びに保証人が記名押印

して発注者及び受注者が各一通を保有する。 

 

平成   年   月   日 

         住所 

           発注者           印 

 

         住所 

                   同保証人          印 

          （保証人を立てる場合に記載する） 

 

         住所 

           受注者           印 
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         住所 

           同保証人          印 

                 （保証人を立てる場合に記載する） 

 

 

 

 

  ………………………………………………………………… 

上記工事に関し、発注者との間の契約に基づいて発注者から監理業務（建築士法

（昭和二十五年法律第二百二号）第二条第七項で定める工事監理並びに同法第十八

条第三項及び第二十条第三項で定める工事監理者の業務を含む。）を委託されてい

ることを証するためここに記名押印する。 

 

            監 理 者         印 

 

民間建設工事標準請負契約約款（甲） 

 

 （総則） 

第一条 発注者及び受注者は、各々が対等な立場において、日本国の法令を遵守して、

互いに協力し、信義を守り、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設

計図書（添付の設計図、仕様書、現場説明書及びその質問回答書をいう。以下同じ。）

に従い、誠実にこの契約（この約款及び設計図書を内容とする請負契約をいい、そ

の内容を変更した場合を含む。以下同じ。）を履行する。 

２ 受注者は、この契約に基づいて、工事を完成し、この契約の目的物を発注者に引

き渡すものとし、発注者は、その請負代金の支払いを完了する。 

３ この約款の各条項に基づく協議、承諾、通知、指示、請求等は、この約款に別に

定めるもののほか、原則として、書面により行う。 

４ 監理者は、この契約とは別に発注者と監理者との間で締結された監理業務（建築

士法第二条第七項で定める工事監理並びに同法第十八条第三項及び第二十条第三

項で定める工事監理者の業務を含む。以下同じ。）に関する委託契約（以下「監理

契約」という。）に基づいて、この契約が円滑に遂行されるように協力する。 

５ 発注者は、第九条第一項各号に掲げる事項その他この契約に定めのある事項と異

なることを監理者に委託したときは、速やかに書面をもって受注者に通知する。 

６ 発注者は、受注者の求め又は設計図書の作成者の求めにより、設計図書の作成者

が行う設計意図を正確に伝えるための質疑応答又は説明の内容を受注者に通知す

る。 
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 （工事用地の確保等） 

第二条 発注者は、工事用地その他設計図書において発注者が提供するものと定めら

れた施工上必要な用地等を、施工上必要と認められる日（設計図書に別段の定めが

あるときは、その定められた日）までに確保し、受注者の使用に供する。 

 

 （関連工事の調整） 

第三条 発注者は、その発注に係る第三者の施工する他の工事で受注者の施工する工

事と密接に関連するもの（以下「関連工事」という。）について、必要があるとき

は、それらの施工につき、調整を行うものとする。この場合において、受注者は、

発注者の調整に従い、第三者の施工が円滑に進捗し、完成するよう協力しなければ

ならない。 

２ 前項において、発注者が関連工事の調整を監理者又は第三者に委託した場合に

は、発注者は、速やかに書面をもって受注者に通知する。 

 

 （請負代金内訳書及び工程表） 

第四条 受注者は、この契約を締結した後、速やかに請負代金内訳書及び工程表を監

理者に提出し、請負代金内訳書については、監理者の確認を受ける。 

 

 （一括委任又は一括下請負の禁止） 

第五条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立して機

能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせることはで

きない。ただし、共同住宅の新築工事以外の工事で、かつ、あらかじめ発注者の書

面による承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

 （権利義務の譲渡等） 

第六条 発注者及び受注者は、相手方の書面による承諾を得なければ、この契約によ

り生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させることはできない。 

注  承諾を行う場合としては、たとえば、受注者が工事に係る請負代金債権

を担保として資金を借り入れようとする場合（受注者が、「下請セーフテ

ィネット債務保証事業」（平成十一年一月二十八日建設省経振発第八号）

により資金を借り入れようとする等の場合）が該当する。 

２ 発注者及び受注者は、相手方の書面による承諾を得なければ、この契約の目的物

並びに検査済の工事材料及び建築設備の機器（いずれも製造工場等にある製品を含

む。以下同じ。）を第三者に譲渡し、若しくは貸与し、又は抵当権その他の担保の

目的に供することはできない。 

 

 （特許権等の使用） 
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第七条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づ

き保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事

材料、建築設備の機器、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責

任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、建築設備の機器、施

工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がな

く、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注者がその使用

に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

 （保証人） 

第八条 保証人は、保証人を立てた発注者又は受注者（以下この項において「主たる

債務者」という。）に債務不履行があったときは、この契約から生ずる金銭債務に

ついて、主たる債務者と連帯して保証の責めを負う。 

２ 保証人がその義務を果たせないことが明らかになったときは、発注者又は受注者

は、相手方に対してその変更を求めることができる。 

３ この契約に前払金の定めをする場合においては、発注者は、受注者が債務の不履

行によって生ずる損害金の支払いを保証する保証人を立てることを求めることが

できる。 

４ 前金払をする前に、受注者が前項の保証人を立てないときは、発注者はその支払

いを拒むことができる。 

注  保証人を立てない場合は、削除する。 

 

 （監理者） 

第九条 監理者は、監理契約に基づいて発注者の委託を受け、この契約に別段の定め

のあるほか、次のことを行う。 

一 設計内容を正確に伝えるため、受注者と打ち合わせ、必要に応じて説明図等を

作成し、受注者に交付すること。 

二 受注者から提出された質疑書に関し、技術的に検討し、回答すること。 

三 設計図書に基づいて設計図書の作成者により作成された詳細図（以下「詳細図」

という。）等を、工程表に基づき受注者が工事を円滑に遂行するために必要な時

期に、受注者に交付すること。交付できない場合には、理由を付して発注者にそ

の旨を報告すること。 

四 設計図書に定めるところにより受注者が作成し、及び提出する施工計画につい

て、設計図書に定められた品質が確保できないおそれがあると明らかに認められ

る場合には、受注者に対して助言し、その旨を発注者に報告すること。 

五 設計図書に定めるところにより受注者が作成する施工図（躯体図、工作図、製

作図等をいう。以下同じ。）、模型見本、見本施工等が設計図書の内容に適合し

ているか否かを検討し、承認すること。 
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六 設計図書に定めるところにより、施工について指示し、施工に立ち会い、又は

工事材料、建築設備の機器、仕上見本等を検査し、若しくは検討し、承認するこ

と。 

七 工事の内容が、設計図、説明図、詳細図、監理者によって承認された施工図（以

下これらを「図面」という。）及びこの契約に合致していることを確認すること。 

八 工事の内容が、図面及びこの契約に合致していないと認められるときは、直ち

に、受注者にその旨を指摘し是正するよう求め、受注者がこれに従わないときは、

その旨を発注者に報告すること。 

九 受注者の提出する出来高払又は完成払の請求書を技術的に審査すること。 

十 工事の内容、工期又は請負代金額の変更に関する書類を技術的に審査するこ

と。 

十一 工事の完成を確認し、この契約の目的物の引渡しに立ち会うこと。 

２ 受注者が、この契約に基づいて監理者が行う指示、検査、試験、立会い、確認、

審査、承認、意見、協議、助言、検討等を求めたときは、監理者は、速やかにこれ

に応ずる。 

３ 発注者又は受注者は、この契約に別段の定めのある事項を除き、工事について発

注者と受注者との間で通知又は協議を行う場合は、原則として、通知は監理者を通

じて、協議は監理者を参加させて行う。 

４ 発注者は、監理業務の担当者の氏名及び担当業務を書面をもって受注者に通知す

る。 

５ 監理者が発注者の承諾を得て監理業務の一部を第三者に委託するときは、発注者

は、当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに担当業務を書面をもって受注者に通

知する。 

６ 監理者の受注者に対する指示、確認、承認等は、原則として書面による。 

 

 （現場代理人及び監理技術者等） 

第十条 受注者は、工事現場における施工の技術上の管理をつかさどる監理技術者又

は主任技術者を定め、書面をもってその氏名を発注者に通知する。また、専門技術

者（建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二十六条の二に規定する技術者をいう。

以下同じ。）を定める場合、書面をもってその氏名を発注者に通知する。 

２ 受注者は、現場代理人を定めたときは、書面をもってその氏名を発注者に通知す

る。 

３ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場の運営、取締りを行うほか、次

の各号に定める権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使すること

ができる。 

一 請負代金額の変更 

二 工期の変更 
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三 請負代金の請求又は受領 

四 第十二条第一項の請求の受理 

五 工事の中止、この契約の解除及び損害賠償の請求 

４ 受注者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任

せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注

者に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、監理技術者又は主任技術者及び専門技術者は、これを兼ねることが

できる。 

 

 （履行報告） 

第十一条 受注者は、この契約の履行報告につき、設計図書に定めがあるときは、そ

の定めるところにより発注者に報告しなければならない。 

 

 （工事関係者についての異議） 

第十二条 発注者は、監理者の意見に基づいて、受注者の現場代理人、監理技術者又

は主任技術者、専門技術者及び従業員並びに下請負者及びその作業員のうちに、工

事の施工又は管理について著しく適当でないと認めた者があるときは、受注者に対

して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとることを求めることがで

きる。 

２ 受注者は、第九条第四項で定められた担当者又は同条第五項で委託された第三者

の処置が著しく適当でないと認めたときは、発注者に対して、その理由を明示した

書面をもって、必要な措置をとることを求めることができる。 

３ 受注者は、監理者の処置が著しく適当でないと認められるときは、発注者に対し

て異議を申し立てることができる。 

 

 （工事材料及び建築設備の機器等） 

第十三条 受注者は、設計図書において監理者の検査を受けて使用すべきものと指定

された工事材料又は建築設備の機器については、当該検査に合格したものを用いる

ものとし、設計図書において試験を受けて使用すべきものと指定された工事材料又

は建築設備の機器については、当該試験に合格したものを使用する。 

２ 前項の検査又は試験に直接必要な費用は、受注者の負担とする。ただし、設計図

書に別段の定めのない検査又は試験が必要と認められる場合に、これらを行うとき

は、当該検査又は試験に要する費用及び特別に要する費用は、発注者の負担とする。 

３ 検査又は試験に合格しなかった工事材料又は建築設備の機器は、受注者の責任に

おいてこれを引き取る。 

４ 工事材料又は建築設備の機器の品質については、設計図書に定めるところによ

る。設計図書にその品質が明示されていないものがあるときは、中等の品質のもの
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とする。 

５ 受注者は、工事現場に搬入した工事材料又は建築設備の機器を工事現場外に持ち

出すときは、監理者の承認を受ける。 

６ 監理者は、施工用機器について明らかに適当でないと認められるものがあるとき

は、受注者に対してその交換を求めることができる。 

 

 （支給材料及び貸与品） 

第十四条 発注者が支給する工事材料若しくは建築設備の機器（以下これらを「支給

材料」という。）又は貸与品は、発注者の負担と責任であらかじめ行う検査又は試

験に合格したものとする。 

２ 受注者は、前項の検査又は試験の結果について疑義があるときは、発注者に対し

て、その理由を付してその再検査又は再試験を求めることができる。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、前二項の検査又は試験によ

り発見することが困難であった隠れた瑕疵等が明らかになるなど、これを使用する

ことが適当でないと認められる理由があるときは、直ちにその旨を発注者（発注者

が前二項の検査又は試験を監理者に委託した場合は、監理者）に通知し、その指示

を求める。 

４ 支給材料又は貸与品の受渡期日は工程表によるものとし、その受渡場所は、設計

図書に別段の定めのないときは工事現場とする。 

５ 受注者は、支給材料又は貸与品について、善良な管理者としての注意をもって保

管し、使用する。 

６ 支給材料の使用方法について、設計図書に別段の定めのないときは、監理者の指

示による。 

７ 不用となった支給材料（残材を含み、有償支給材料を除く。）又は使用済の貸与

品の返還場所は、設計図書に別段の定めのないときは工事現場とする。 

 

 （監理者の立会い及び工事記録の整備） 

第十五条 受注者は、設計図書に監理者の立会いの上施工することが定められた工事

を施工するときは、監理者に通知する。 

２ 受注者は、監理者の指示があったときは、前項の規定にかかわらず、監理者の立

会いなく施工することができる。この場合、受注者は、工事写真等の記録を整備し

て監理者に提出する。 

 

 （設計、施工条件の疑義、相違等） 

第十六条 受注者は、次の各号のいずれかに該当することを発見したときは、直ちに

書面をもって監理者に通知する。 

一 図面若しくは仕様書の表示が明確でないこと又は図面と仕様書に矛盾、誤謬又
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は脱漏があること。 

二 工事現場の状態、地質、湧水、施工上の制約等について、設計図書に示された

施工条件が実際と相違すること。 

三 工事現場において、土壌汚染、地中障害物の発見、埋蔵文化財の発掘その他施

工の支障となる予期することのできない事態が発生したこと。 

２ 受注者は、図面若しくは仕様書又は監理者の指示によって施工することが適当で

ないと認めたときは、直ちに書面をもって監理者に通知する。 

３ 監理者は、前二項の通知を受けたとき又は自ら第一項各号のいずれかに該当する

ことを発見したときは、直ちに書面をもって受注者に対して指示する。 

４ 前項の場合、工事の内容、工期又は請負代金額を変更する必要があると認められ

るときは、発注者、受注者及び監理者が協議して定める。 

 

 （図面及び仕様書に適合しない施工） 

第十七条 施工について、図面及び仕様書のとおりに実施されていない部分があると

認められたときは、監理者の指示によって、受注者は、その費用を負担して速やか

にこれを修補し、又は改造する。このために受注者は、工期の延長を求めることは

できない。 

２ 監理者は、図面及び仕様書のとおりに実施されていない疑いのある施工につい

て、必要と認められる相当の理由があるときは、その理由を受注者に通知の上、発

注者の書面による同意を得て、必要な範囲で破壊してその部分を検査することがで

きる。 

３ 前項の破壊検査の結果、図面及び仕様書のとおりに実施されていないと認められ

る場合は、破壊検査に要する費用は受注者の負担とする。また、図面及び仕様書の

とおりに実施されていると認められる場合は、破壊検査及びその復旧に要する費用

は発注者の負担とし、受注者は、発注者に対して、その理由を明示して、必要と認

められる工期の延長を請求することができる。 

４ 次の各号のいずれかの場合に生じた図面及び仕様書のとおりに実施されていな

いと認められる施工については、受注者は、その責任を負わない。 

一 発注者又は監理者の指示によるとき。 

二 支給材料、貸与品、図面及び仕様書に指定された工事材料若しくは建築設備の

機器の性質又は図面及び仕様書に指定された施工方法によるとき。 

三 第十三条第一項又は第十四条第一項の検査又は試験に合格した工事材料又は

建築設備の機器によるとき。 

四 その他施工について発注者又は監理者の責めに帰すべき事由によるとき。 

５ 前項の規定にかかわらず、施工について受注者の故意又は重大な過失によるとき

又は受注者がその適当でないことを知りながらあらかじめ発注者又は監理者に通

知しなかったときは、受注者は、その責任を免れない。ただし、受注者がその適当
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でないことを通知したにもかかわらず、発注者又は監理者が適切な指示をしなかっ

たときは、この限りでない。 

６ 受注者は、監理者から工事を設計図書のとおりに実施するよう求められた場合に

おいて、これに従わない理由があるときは、直ちにその理由を書面で発注者に報告

しなければならない。 

 

 （損害の防止） 

第十八条 受注者は、工事の完成引渡しまで、自己の費用で、この契約の目的物、工

事材料、建築設備の機器又は近接する工作物若しくは第三者に対する損害の防止の

ため、設計図書及び関係法令に基づき、工事と環境に相応した必要な処置をする。 

２ この契約の目的物に近接する工作物の保護又はこれに関連する処置で、発注者、

受注者及び監理者が協議して、前項の処置の範囲を超え、請負代金額に含むことが

適当でないと認めたものの費用は発注者の負担とする。 

３ 受注者は、災害防止などのため特に必要と認めたときは、あらかじめ監理者の意

見を求めて臨機の処置を取る。ただし、急を要するときは、処置をした後、監理者

に通知する。 

４ 発注者又は監理者が必要と認めて臨機の処置を求めたときは、受注者は、直ちに

これに応ずる。 

５ 前二項の処置に要した費用の負担については、発注者、受注者及び監理者が協議

して、請負代金額に含むことが適当でないと認めたものの費用は発注者の負担とす

る。 

 

 （第三者に及ぼした損害） 

第十九条 施工のため第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償す

る。ただし、その損害のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについ

ては、発注者の負担とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、施工について受注者が善良な管理者としての注意を払

っても避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の事由により

第三者に与えた損害を補償するときは、発注者がこれを負担する。 

３ 前二項の場合その他施工について第三者との間に紛争が生じた場合は、受注者が

その処理解決に当たる。ただし、受注者だけで解決し難いときは、発注者は、受注

者に協力する。 

４ この契約の目的物に基づく日照阻害、風害、電波障害その他発注者の責めに帰す

べき事由により、第三者との間に紛争が生じたとき又は損害を第三者に与えたとき

は、発注者がその処理解決に当たり、必要があるときは、受注者は、発注者に協力

する。この場合において、第三者に与えた損害を補償するときは、発注者がこれを

負担する。 
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５ 第一項ただし書又は前三項の場合において、受注者は、発注者に対してその理由

を明示して必要と認められる工期の延長を請求することができる。 

 

 （施工一般の損害) 

第二十条 工事の完成引渡しまでに、この契約の目的物、工事材料、建築設備の機器、

支給材料、貸与品その他施工一般について生じた損害は、受注者の負担とし、工期

は延長しない。 

２ 前項の損害のうち、次の各号のいずれかの場合に生じたものは、発注者の負担と

し、受注者は、発注者に対してその理由を明示して必要と認められる工期の延長を

求めることができる。 

一 発注者の都合によって、受注者が着手期日までに工事に着手できなかったとき

又は発注者が工事を繰延べ若しくは中止したとき。 

二 支給材料又は貸与品の受渡しが遅れたため、受注者が工事の手待又は中止をし

たとき。 

三 前払又は部分払が遅れたため、受注者が工事に着手せず、又は工事を中止した

とき。 

四 その他発注者又は監理者の責めに帰すべき事由によるとき。 

 

 （不可抗力による損害） 

第二十一条 天災その他自然的又は人為的な事象であって、発注者又は受注者のいず

れにもその責めを帰することのできない事由（以下「不可抗力」という。）によっ

て、工事の出来形部分、工事仮設物、工事現場に搬入した工事材料、建築設備の機

器（有償支給材料を含む。）又は施工用機器について損害が生じたときは、受注者

は、事実発生後速やかにその状況を発注者に通知する。 

２ 前項の損害について、発注者、受注者及び監理者が協議して重大なものと認め、

かつ、受注者が善良な管理者としての注意をしたと認められるものは、発注者がこ

れを負担する。 

３ 火災保険、建設工事保険その他損害をてん補するものがあるときは、それらの額

を前項の発注者の負担額から控除する。 

 

 （損害保険） 

第二十二条 受注者は、工事中、工事の出来形部分及び工事現場に搬入した工事材料、

建築設備の機器等に火災保険又は建設工事保険を付し、それらの証券の写しを発注

者に提出する。設計図書に定められたその他の損害保険についても、同様とする。 

２ 受注者は、この契約の目的物又は工事材料、建築設備の機器等に前項の規定によ

る保険以外の保険を付したときは、速やかにその旨を発注者に通知する。 
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 （完成及び検査） 

第二十三条 受注者は、工事を完了したときは、設計図書のとおりに実施されている

ことを確認して、監理者に検査を求め、監理者は、速やかにこれに応じて受注者の

立会いのもとに検査を行う。 

２ 検査に合格しないときは、受注者は、工期内又は監理者の指定する期間内に、修

補し、又は改造して監理者の検査を受ける。 

３ 受注者は、工期内又は監理者の指定する期間内に、仮設物の取払い、後片付け等

の処置を行う。ただし、処置の方法について監理者の指示があるときは、当該指示

に従って処置する。 

４ 前項の処置が遅れている場合において、催告しても正当な理由がなくなお行われ

ないときは、発注者は、代わってこれを行い、その費用を受注者に請求することが

できる。 

 

 （法定検査） 

第二十四条 前条の規定にかかわらず、受注者は、法定検査（建築基準法（昭和二十

五年法律第二百一号）第七条から第七条の四までに規定する検査その他設計図書に

定める法令上必要とされる関係機関による検査のうち、発注者が申請者となってい

るものをいう。以下同じ。）に先立つ適切な時期に、工事の内容が設計図書のとお

りに実施されていることを確認して、監理者に通知し、監理者は、速やかに受注者

の立会いのもとに検査を行う。 

２ 前項の検査に合格しないときは、受注者は、工期内又は監理者の指定する期間内

に、修補し、又は改造して監理者の検査を受ける。 

３ 発注者（発注者が検査立会いを監理者に委託したときは、監理者）及び受注者は、

法定検査に立ち会う。この場合において、受注者は、必要な協力をする。 

４ 法定検査に合格しないときは、受注者は、修補、改造その他必要な処置を行い、

その後については、前三項の規定を準用する。 

５ 第二項及び前項の規定にかかわらず、所定の検査に合格しなかった原因が受注者

の責めに帰すことのできない事由によるときは、必要な処置内容につき、発注者、

受注者及び監理者が協議して定める。 

６ 受注者は、発注者に対し、前項の協議で定められた処置の内容に応じて、その理

由を明示して必要と認められる工期の延長又は請負代金額の変更を求めることが

できる。 

 

 （その他の検査） 

第二十五条 受注者は、前二条に定めるほか、設計図書に発注者又は監理者の検査を

受けることが定められているときは、当該検査に先立って、工事の内容が設計図書

のとおりに実施されていることを確認して、発注者又は監理者に通知し、発注者又
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は監理者は、速やかに受注者の立会いのもとに検査を行う。 

２ 前項の検査に合格しないときは、受注者は、速やかに修補し、又は改造し、発注

者又は監理者の検査を受ける。 

 

 （部分使用） 

第二十六条 工事中におけるこの契約の目的物の一部の発注者による使用（以下「部

分使用」という。）については、契約書及び設計図書の定めるところによる。契約

書及び設計図書に別段の定めのない場合、発注者は、部分使用に関する監理者の技

術的審査を受けた後、工期の変更及び請負代金額の変更に関する受注者との事前協

議を経た上、受注者の書面による同意を得なければならない。 

２ 発注者は、部分使用をする場合は、受注者の指示に従って使用しなければならな

い。 

３ 発注者は、前項の指示に違反し、受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠

償しなければならない。 

４ 部分使用につき、法令に基づいて必要となる手続き（以下この項において「手続

き」という。）は、発注者（発注者が手続きを監理者に委託した場合は、監理者）

が行い、受注者は、これに協力する。また、手続きに要する費用は、発注者の負担

とする。 

 

 （部分引渡し） 

第二十七条 工事の完成に先立つこの契約の目的物の一部の発注者への引渡し（以下

「部分引渡し」という。）については、契約書及び設計図書の定めるところによる。

契約書及び設計図書に別段の定めのない場合、発注者は、部分引渡しに関する監理

者の技術的審査を受けた後、部分引渡しを受ける部分（以下「引渡し部分」という。）

に相当する請負代金額（以下「引渡し部分相当額」という。）の確定に関する受注

者との事前協議を経た上、受注者の書面による同意を得なければならない。 

２ 受注者は、引渡し部分の工事が完了したときは、設計図書のとおりに実施してい

ることを確認し、監理者に検査を求め、監理者は、速やかにこれに応じ、受注者の

立会いのもとに検査を行う。 

３ 前項の検査に合格しないときは、受注者は、監理者の指定する期間内に、監理者

の指示に従って修補し、又は改造して監理者の検査を受ける。 

４ 引渡し部分の工事が前二項の検査に合格したときは、発注者は、引渡し部分相当

額全額の支払いを完了すると同時に、その引渡しを受けることができる。 

５ 部分引渡しにつき、法令に基づいて必要となる手続き（以下この項において「手

続き」という。）は、発注者（発注者が手続きを監理者に委託した場合は、監理者）

が行い、受注者は、これに協力する。また、手続きに要する費用は、発注者の負担

とする。 
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 （請求及び支払い） 

第二十八条 第二十三条第一項又は第二項の検査に合格したときは、契約書に別段の

定めのある場合を除き、受注者は、発注者にこの契約の目的物を引き渡し、同時に、

発注者は、受注者に請負代金の支払いを完了する。 

２ 受注者は、契約書に定めるところにより、工事の完成前に部分払を請求すること

ができる。この場合、出来高払によるときは、受注者の請求額は契約書に別段の定

めのある場合を除き、監理者の検査に合格した工事の出来形部分並びに検査済の工

事材料及び建築設備の機器に対する請負代金相当額の十分の九に相当する額とす

る。 

３ 受注者が前項の出来高払の支払いを求めるときは、その額について監理者の審査

を経た上、支払請求締切日までに発注者に請求する。 

４ 前払を受けているときは、第二項の出来高払の請求額は、次の式によって算出す

る。 

請求額≒第二項による金額×［（請負代金額－前払金額）／請負代金額］   

 

 （瑕疵の担保） 

第二十九条 この契約の目的物に施工上の瑕疵があるときは、発注者は、受注者に対

して、相当の期間を定めて、その瑕疵の修補を求め、又は修補に代え若しくは修補

とともに損害の賠償を求めることができる。ただし、瑕疵が重要でなく、かつ、そ

の修補に過分の費用を要するときは、発注者は修補を求めることができない。 

２ 前項による瑕疵担保期間は、前二条の引渡しの日から、木造の建物については一

年間、石造、金属造、コンクリート造及びこれらに類する建物その他土地の工作物

又は地盤については二年間とする。ただし、その瑕疵が受注者の故意又は重大な過

失によって生じたものであるときは、一年を五年とし、二年を十年とする。 

３ 建築設備の機器、室内装飾、家具等の瑕疵については、引渡しの時、監理者が検

査して直ちにその修補又は取替を求めなければ、受注者は、その責任を負わない。

ただし、隠れた瑕疵については、引渡しの日から一年間担保の責任を負う。 

４ 発注者は、この契約の目的物の引渡しの時に、第一項の瑕疵があることを知った

ときは、遅滞なく書面をもってその旨を受注者に通知しなければ、同項の規定にか

かわらず、当該瑕疵の修補又は損害の賠償を求めることができない。ただし、受注

者がその瑕疵があることを知っていたときは、この限りでない。 

５ 第一項の瑕疵によるこの契約の目的物の滅失又はき損については、発注者は、第

二項に定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から六カ月以内でなければ、

第一項の権利を行使することはできない。 

６ 前五項の規定は、第十七条第四項各号のいずれかの場合に生じたこの契約の目的

物の瑕疵又は滅失若しくはき損については、適用しない。ただし、同条第五項に該



99 

 

当するときは、この限りでない。 

 

 （新築住宅の瑕疵の担保） 

第三十条 この契約が住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十

一号）第九十四条第一項に規定する住宅新築請負契約に該当する場合においては、

前条の規定にかかわらず、次項から第五項までの規定に定めるところによる。 

２ 住宅のうち構造耐力上主要な部分又は雤水の浸水を防止する部分として住宅の

品質確保の促進等に関する法律施行令（平成十二年政令第六十四号）第五条に定め

るものの瑕疵（構造耐力又は雤水の浸入に影響のないものを除く。）があるときは、

発注者は、受注者に対して、相当の期間を定めて、その瑕疵の修補を求め、又は修

補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を求めることができる。ただし、瑕疵が

重要でなく、かつ、その修補に過分の費用を要するときは、発注者は、修補を求め

ることができない。 

３ 前項による瑕疵担保期間は、第二十七条又は第二十八条の引渡しの日から十年間

とする。 

４ 第二項の瑕疵によるこの契約の目的物の減失又はき損については、発注者は、前

項に定める期間内で、かつ、その減失又はき損の日から六カ月以内でなければ、第

二項の権利を行使することができない。 

５ 前三項の規定は、第十七条第四項各号（第三号を除く。）のいずれかの場合に生

じたこの契約の目的物の瑕疵又は減失若しくはき損については、適用しない。ただ

し、同条第五項に該当するときは、この限りでない。 

６ 第二項に定める瑕疵以外のこの契約の目的物の瑕疵については、前条の規定を適

用する。 

 

 （工事又は工期の変更等） 

第三十一条 発注者は、必要があると認めるときは、工事を追加し、又は変更するこ

とができる。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に工期の変更を求めることができ

る。 

３ 受注者は、発注者に対して、工事内容の変更及び当該変更に伴う請負代金の増減

額を提案することができる。この場合、受注者は、発注者及び監理者と協議の上、

発注者の書面による承諾を得た場合には、工事の内容を変更することができる。 

４ 第一項又は第二項により、発注者が受注者に損害を及ぼしたときは、受注者は、

発注者に対してその補償を求めることができる。 

５ 受注者は、この契約に別段の定めのあるほか、 

工事の追加又は変更、不可抗力、関連工事の調整、近隣住民との紛争その他正当な理

由があるときは、発注者に対して、その理由を明示して、必要と認められる工期の
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延長を請求することができる。 

 

 （請負代金額の変更） 

第三十二条 発注者又は受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、相手方に

対して、その理由を明示して必要と認められる請負代金額の変更を求めることがで

きる。 

一 工事の追加又は変更があったとき。 

二 工期の変更があったとき。 

三 第三条の規定に基づき関連工事の調整に従ったために増加費用が生じたとき。 

四 支給材料又は貸与品について、品目、数量、受渡時期、受渡場所又は返還場所

の変更があったとき。 

五 契約期間内に予期することのできない法令の制定若しくは改廃又は経済事情

の激変等によって、請負代金額が明らかに適当でないと認められるとき。 

六 長期にわたる契約で、法令の制定若しくは改廃又は物価、賃金等の変動によっ

て、この契約を締結した時から一年を経過した後の工事部分に対する請負代金相

当額が適当でないと認められるとき。 

七 中止した工事又は災害を受けた工事を続行する場合において、請負代金額が明

らかに適当でないと認められるとき。 

２ 請負代金額を変更するときは、原則として、工事の減尐部分については監理者の

確認を受けた請負代金内訳書の単価により、増加部分については時価による。 

 

 （履行遅滞及び違約金） 

第三十三条 受注者の責めに帰すべき事由により、契約期間内にこの契約の目的物を

引き渡すことができないときは、契約書に別段の定めのない限り、発注者は、受注

者に対し、延滞日数に応じて、請負代金額に対し年十パーセントの割合で計算した

額の違約金を請求することができる。 

  ただし、工期内に、部分引渡しのあったときは、請負代金額から部分引渡しを受

けた部分に相応する請負代金額を控除した額について違約金を算出する。 

２ 発注者が第二十七条第四項又は第二十八条の請負代金の支払いを完了しないと

きは、受注者は、発注者に対し、延滞日数に応じて、支払遅滞額に対し年十パーセ

ントの割合で計算した額の違約金を請求することができる。 

３ 発注者が前払又は部分払を遅滞しているときは、前項の規定を準用する。 

４ 発注者が第二項の遅滞にあるときは、受注者は、この契約の目的物の引渡しを拒

むことができる。この場合において、受注者が自己のものと同一の注意をもって管

理したにもかかわらずこの契約の目的物に生じた損害及び受注者が管理のために

特に要した費用は、発注者の負担とする。 
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 （発注者の中止権及び解除権） 

第三十四条 発注者は、必要があると認めるときは、書面をもって受注者に通知して

工事を中止し、又はこの契約を解除することができる。この場合、発注者は、これ

によって生じる受注者の損害を賠償する。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、発注者は、書面をもって受注者に通知し

て工事を中止し、又はこの契約を解除することができる。この場合において、第一

号から第五号まで及び第七号のいずれかに該当するときは、発注者は、受注者に損

害の賠償を請求することができる。 

一 受注者が正当な理由なく、着手期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

二 工事が正当な理由なく工程表より著しく遅れ、工期内又は期限後相当期間内

に、受注者が工事を完成する見込がないと認められるとき。 

三 受注者が第五条又は第十七条第一項の規定に違反したとき。 

四 前三号のほか、受注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の目的

を達することができないと認められるとき。 

五 受注者が建設業の許可を取り消されたとき又はその許可が効力を失ったとき。 

六 資金不足による手形又は小切手の不渡りを出す等受注者が支払いを停止する

等により、受注者が工事を続行できないおそれがあると認められるとき。 

七 受注者が次条第四項各号のいずれかに規定する理由がないにもかかわらず、こ

の契約の解除を申し出たとき。 

３ 発注者は、書面をもって受注者に通知して、前二項で中止された工事を再開させ

ることができる。 

４ 第一項により中止された工事が再開された場合、受注者は、発注者に対して、そ

の理由を明示して、必要と認められる工期の延長を請求することができる。 

５ 第一項から第三項までに規定するいずれかの手続がとられた場合、発注者は書面

をもって監理者に通知し、前項の請求が行われた場合、受注者は書面をもって監理

者に通知する。 

 

 （受注者の中止権及び解除権） 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する場合において、受注者は、発注者に対し、

書面をもって、相当の期間を定めて催告してもなお当該事由が解消されないとき

は、工事を中止することができる。 

一 発注者が前払又は部分払を遅滞したとき。 

二 発注者が正当な理由なく第十六条第四項による協議に応じないとき。 

三 発注者が第二条の工事用地等を受注者の使用に供することができないため又

は不可抗力等のため、受注者が施工できないとき。 

四 前三号のほか、発注者の責めに帰すべき事由により工事が著しく遅延したと

き。 
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２ 前項各号に掲げる中止事由が解消したときは、受注者は、工事を再開する。 

３ 前項により工事が再開された場合、受注者は、発注者に対して、その理由を明示

して、必要と認められる工期の延長を請求することができる。 

４ 次の各号のいずれかに該当するときは、受注者は、書面をもって発注者に通知し

てこの契約を解除することができる。 

一 第一項による工事の遅延又は中止期間が、工期の四分の一以上になったとき又

は二カ月以上になったとき。 

二 発注者が工事を著しく減尐したため、請負代金額が三分の二以上減尐したと

き。 

三 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行ができなくなっ

たと認められるとき。 

５ 資金不足による手形又は小切手の不渡りを出す等発注者が支払いを停止する等

により、発注者が請負代金の支払い能力を欠くと認められるとき（以下この項にお

いて「本件事由」という。）は、受注者は、書面をもって発注者に通知して工事を

中止し、又はこの契約を解除することができる。受注者が工事を中止した場合にお

いて、本件事由が解消したときは、第二項及び第三項を適用する。 

６ 第一項又は第四項の場合には、受注者は、発注者に損害の賠償を請求することが

できる。 

７ 第一項から第五項までに規定するいずれかの手続がとられた場合、受注者は、監

理者に書面をもって通知する。 

 

 （解除に伴う措置） 

第三十六条 この契約を解除したときは、発注者が工事の出来形部分並びに検査済の

工事材料及び建築設備の機器（有償支給材料を含む。）を引き受けるものとして、

発注者、受注者及び監理者が協議して清算する。 

２ 発注者が第三十四条第二項によってこの契約を解除し、清算の結果過払いがある

ときは、受注者は、過払額について、その支払いを受けた日から法定利率による利

息を付けて発注者に返還する。 

３ この契約を解除したときは、発注者、受注者及び監理者が協議して発注者又は受

注者に属する物件について、期間を定めてその引取り、後片付け等の処置を行う。 

４ 前項の処置が遅れている場合において、催告しても正当な理由なくなお行われな

いときは、相手方は、代わってこれを行い、その費用を請求することができる。 

 

 （紛争の解決） 

第三十七条（Ａ） この契約について発注者と受注者との間に紛争が生じたときは、

契約書記載の調停人にその解決を依頼するか、又は建設業法による建設工事紛争審

査会（以下この条において「審査会」という。）のあっせん又は調停によってその
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解決を図る。この場合において、審査会の管轄について発注者と受注者との間で特

別の合意がないときは、同法第二十五条の九第一項又は第二項に定める審査会を管

轄審査会とする。 

２ 発注者又は受注者が前項により紛争を解決する見込みがないと認めたとき、又は

審査会があっせん若しくは調停をしないものとしたとき、又は打ち切ったときは、

発注者又は受注者は、仲裁合意書に基づいて審査会の仲裁に付することができる。 

３ 発注者又は受注者は、申し出により、この約款の各条項の規定により行う発注者

と受注者との間の協議に第一項の調停人を立ち会わせ、当該協議が円滑に整うよう

必要な助言又は意見を求めることができる。 

４ 前項の規定により調停人の立会いのもとで行われた協議が整わなかったときに

発注者が定めたものに受注者が不服がある場合で、発注者又は受注者の一方又は双

方が第一項の調停人のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認

めたときは、同項の規定にかかわらず、発注者及び受注者は、審査会のあっせん又

は調停によりその解決を図る。 

注  第三項及び第四項は、調停人を協議に参加させない場合には、削除する。 

 

第三十七条（Ｂ） この契約について発注者と受注者との間に紛争が生じたときは、

建設業法による建設工事紛争審査会（以下この条において「審査会」という。）の

あっせん又は調停によってその解決を図る。この場合において、審査会の管轄につ

いて発注者と受注者との間で特別の合意がないときは、同法第二十五条の九第一項

又は第二項に定める審査会を管轄審査会とする。 

２ 発注者又は受注者が前項により紛争を解決する見込みがないと認めたとき、又は

審査会があっせん若しくは調停をしないものとしたとき、又は打ち切ったときは、

発注者又は受注者は、仲裁合意書に基づいて審査会の仲裁に付することができる。 

注  （Ｂ）は、あらかじめ調停人を選任せず、建設業法による建設工事紛争

審査会により紛争の解決を図る場合に使用する。 

 

 （情報通信の技術を利用する方法） 

第三十八条 この約款において書面により行わなければならないこととされている

通知、承諾、報告、解除等は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおいて、

電子情報処理組織を利用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用い

て行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければなら

ない。 

 

 （補則） 

第三十九条 この契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者及び受注者

が協議して定める。 
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〔別添〕 

［裏面参照の上建設工事紛争審査会の仲裁に付することに合意する場合に使用す

る。］ 

 

仲 裁 合 意 書 

 

   工事名 

 

   工事場所 

 

平成   年   月   日に締結した上記建設工事の請負契約に関する

紛争については、発注者及び受注者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争

審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

 

管轄審査会名      建設工事紛争審査会 

［管轄審査会名が記入されていない場合は建設業法第二十五条の九第一項又は

第二項に定める建設工事紛争審査会を管轄審査会とする。］ 

 

平成  年  月  日 

発注者          印 

 

受注者          印 
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〔裏面〕 

仲裁合意書について 

 

(一) 仲裁合意について 

仲裁合意とは、裁判所への訴訟に代えて、紛争の解決を仲裁人に委ねることを

約する当事者間の契約である。 

仲裁手続によってなされる仲裁判断は、裁判上の確定判決と同一の効力を有

し、たとえその仲裁判断の内容に不服があっても、その内容を裁判所で争うこと

はできない。 

(二) 建設工事紛争審査会について 

建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）は、建設工事の請負契約に関

する紛争の解決を図るため建設業法に基づいて設置されており、同法の規定によ

り、あっせん、調停及び仲裁を行う権限を有している。また、中央建設工事紛争

審査会（以下「中央審査会」という。）は、国土交通省に、都道府県建設工事紛

争審査会（以下「都道府県審査会」という。）は各都道府県にそれぞれ設置され

ている。審査会の管轄は、原則として、受注者が国土交通大臣の許可を受けた建

設業者であるときは中央審査会、都道府県知事の許可を受けた建設業者であると

きは当該都道府県審査会であるが、当事者の合意によって管轄審査会を定めるこ

ともできる。 

審査会による仲裁は、三人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、審査会の委員又は

特別委員のうちから当事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指

名する。また、仲裁委員のうち尐なくとも一人は、弁護士法の規定により弁護士

となる資格を有する者である。 

   なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、 

  仲裁法の規定が適用される。 

  


